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中途視覚障害者の復職を考える会
タートルの会
発刊に寄せて

　「障害者自立支援法」が平成１８年４月１日より施行されることになりました｡身体・知的・精神の３障害を一元化し、利用者本位の分かりやすい法律として、まとめ上げられたといわれます｡実際はどうなのでしょうか｡大きな課題と不安を残しながらのスタートです｡

　平成15年に措置制度から利用者本位の契約制度に変わり、措置費から支援費となり、福祉サービスの質の維持、向上に施設・職員一体となって懸命に努めてまいりました。その経営努力によりようやく安定した運営がみられるようになってきた矢先にこのたびの新法です。

　「障害者自立は経済自立にある」といわれます。新法では、障害者の就労支援に重きをおく施策とされています。視覚障害者の雇用は、身体障害者の中にあって、特に困難とされ、とかく敬遠されがちでした。ますます埋没するのではないかと危惧を抱いています。雇用側への一層の情報提供と同時に障害の特性に特段の配慮をお願いするところであります。

　現在、あん摩・鍼・灸（あはき）業界にあっては、晴眼者の圧倒的進出に、視覚障害者の生業ともいうべき職業が大変厳しい状況におかれています。そのような中、視覚障害者が事務職やその他のさまざまな職域に就労し、頑張っている姿を本誌は示してくれています。さらに後に続く視覚障害者に大きな励ましのメッセージを伝えてくれています。まだまだ数的には少ないとはいえ、視覚障害者の「職業選択の自由」に風穴を開けてくれているのかなと痛感しているしだいです。

　104事例にも及ぶ就労事例は、「中途視覚障害者の復職を考える会」（通称：タートルの会）の創設10周年を記念して行われた調査として、大変画期的であり、また価値あるデータが得られたものと私どもも喜んでおります。さらに本誌発刊に向けて、「タートルの会」の幹事の皆様、特に編集委員として、本誌編纂に努力を傾注していただいた方々に感謝と敬意を表するしだいです。

　本手引書が雇用側、就労支援側、視覚障害当事者に有効に活用されることを願っております。

　なお、本誌発刊に当たって、教職員共済生活協同組合より、「中途視覚障害者の就労支援の手引書作成事業」として助成を頂きました。

　ここにそのご協力に対して深く感謝申し上げます。

　　　　　平成１８年５月30日

社会福祉法人　　　　　　　

日本盲人社会福祉施設協議会

理事長　　本間　昭雄　
発刊に思う

　日本盲人社会福祉施設協議会（以下日盲社協という）は、視覚障害者のための200余の社会福祉施設が加盟する統括団体です。その中に情報サービス部会、点字出版部会、リハビリテーション部会、生活施設部会、就労支援部会、盲人用具部会の６つの部会があります。就労支援部会は、三療（あはき師＝あん摩・鍼・灸師）の養成施設並びに卒後の実技研修施設「盲人ホーム」、そして就労支援施設（旧授産施設）が一緒になった作業三療部会と称していたのを2005年度から就労支援部会と改称したのです。

　就労支援部会として、この度、「中途視覚障害者の復職を考える会」（通称：タートルの会）の創設10周年を記念しての就労アンケートの結果を収載する「～設立10周年記念誌・１００人アンケート～」編纂に協働することとなりました。

　視覚障害者の職業について、従来より三療以外に新たな職種の開発が模索されてきました。その中にあって、「テープ起こし」は事務的職種の一つで、1965年から開発の模索が始まり、1976年には社会事業授産の形で働く場と訓練の施設として、日本盲人職能開発センターの創設とともに、職種の確立にむけて事業の継続がなされました。そして、1980年にわが国初の身体障害者通所授産施設（定員30名）として東京の新宿・四ﾂ谷に誕生したわけです。「東京ワークショップ」は、就労支援施設ですが、「テープ起こし」という三療以外の新たな職種の一つを開発し、発展させ、確立したと言えるでしょう。その後、同ワークショップでは、中途視覚障害者の職場復帰の支援を行い、公務員や民間企業への復職事例に実績を残しました。そのようななか、「中途視覚障害者の復職を考える会」（通称：タートルの会）の立ち上げに参画していったわけです。

　そして、同センターでは、1994年に、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の助成を受けて、事務処理科を設置運営することとなり、事務職に挑戦する視覚障害者の人材育成に努めたわけです。爾来、事務職やヘルスキーパーとして民間企業へと職域拡大につながっていったのです。継続雇用、復職、新規就職、再就職など少しずつ就労事例の積み上げがなされてきています。

　一方、「タートルの会」の活動と当事者への支援によって、中途視覚障害者の働きつづけたいという強い意志が事務的職種の継続、復職、再雇用の事例を積み上げ、また、新規就職者の道も開けていったわけです。この背景には、パソコン活用により事務処理能力の拡大があり、さらにIT社会の進展に伴うペーパーレスという職場環境の追い風も幸いしています。

　この度の就労アンケートに基づくデータベースの構築によって、視覚障害者の就労のために、企業経営者への情報提供に資することを願い、さらに法定雇用率の遵守（コンプライアンス）、さらには企業の社会的責任（ＣＳＲ）の推進に寄与することを願っております。

　　　　　平成18年５月30日

社会福祉法人　　　　　　　

日本盲人社会福祉施設協議会

　　就労支援部会長　篠島永一
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はじめに

　振り返りますと、「タートルの会」は、「阪神・淡路大震災」や「オウム真理教サリン事件」など、史上稀に見る大震災、大事件に世間が騒然としていた1995年６月に発足しました。前者は震災時の視覚障害者の避難方法などに大きな課題を提起し、後者は犯行の主犯格が視覚障害者だったということで、多くの視覚障害者を仰天させたばかりでなく、日本中の人々を恐怖のどん底に陥れました。

　それから、あっという間に2005年６月には多くの皆様方のご支援のもとで発足１０周年を迎えることができました。

　発足以来、会員間では交流会あるいは相談会などを通じ視覚障害者もＩＴ機器の活用により事務職的な仕事は十分できることを学習すると同時に、対外的にはホームページや、「中途失明～それでも朝はくる～」、「中途失明Ⅱ～陽はまた昇る～」の２冊を発刊し、就労を希望する視覚障害当事者、その関係者、視覚障害者を雇用している企業、あるいは、ロービジョンケアに取り組み視覚障害者の就労に理解のある眼科医など関係者各位に対し、いろいろな職種において視覚障害者が働ける生の姿を紹介してきました。しかしながら、一方では、今日の視覚障害者の雇用の促進を図ろうとする社会的、制度的な変化とともに、ＩＴ機器などの普及発展により従前は視覚障害者は文字処理ができないとされてきた事実を覆す大きな変化が生じている時代的変遷があるにもかかわらず、未だに「見えない人がどうして働けるの？」という疑問が、歴史的な思い込みのままに根強く残っているのも現実であります。また、視覚障害者を雇用したいと考えているが「目の見えない者にどのように対処したらいいか」その対処法が分らないため、雇用を躊躇しているというような声も聞かれます。

　このように視覚障害者の雇用を取り巻く環境は様々ですが、「見えない者がどのような職種で働いているのか？」、「働くためにどのような工夫をしているのか？」等々の疑問に対して、疑問点に応えるためにインターネット上からゲットできるように構築した「データベース」と併せて編纂したのがこの１０周年記念誌「視覚障害者の就労の手引書（レインボー）」であります。

　編纂に当たっては北海道から九州に至るタートルの会員をはじめ視覚障害者１４４人に対し、「基本的事項」と「自由記述」について、電子メールを主な媒体としてアンケート調査を実施し、全国２２都道府県で就労している会社員、公務員、教師、団体職員、三療従事者等々様々な職種の１０４人から回答を得て、生の就労事例を集録しました。

　このような生の事例に合わせて、「中途視覚障害者の雇用継続のため」の提言を同時にとりまとめましたので、視覚障害当事者はもとより、事業主、医療機関、行政などそれぞれの立場におかれましては、本書およびデータベースを広く活用され、ひいては視覚障害者の就労拡大のための一助として役立てていただけましたら幸甚に存じる次第であります。

　なお、末筆ながら本書の発刊にあたり、趣旨に賛同くださり惜しみないご支援ご協力を賜りました社会福祉法人日本盲人社会福祉施設協議会理事長本間昭雄様、そして窓口となりご指導ご鞭撻いただきました同協議会就労支援部会長篠島永一様には心より熱く御礼ともども感謝申し上げます。
（会長：下堂薗　保）
Ⅰ　タートルの会の沿革と社会環境
１．タートルの会の沿革

1991年11月

　失明を乗り越え復職した者、弱視で工夫しながら働き続けている者、失明を寸前に苦悩しながら継続雇用を模索している者の３人の現役の国家公務員が出会った際、「同じように失明の不安に一人で悶々と苦悩している他の仲間とも励まし合えたら…」という思いが一致し、何らかの団体の立ち上げに合意。
 1992年５月

　発起人の３人がそれぞれの知り合いに呼びかけて集まった７人の視覚障害を有する仲間が中心になり、「視覚障害国家公務員の会」が発足。

　会では、仕事のやり方、有効な補助機器の活用など各人が工夫している情報交換や、幅広くだれでもが参加できる会を目指すことなどを確認し、２カ月ごとに定例会を開始。

　この年の暮れ、日本盲人職能開発センターにおいて、かねてより休職し原職復帰のためパソコン操作などの訓練を受講中の全盲の「Ａ氏」の参加に伴い、同氏への復職支援を開始。

　併せて、同センターにおいて、受講中の他の方々の参加もあり、少しずつ定例会への参加者数が増え、輪が拡がる。

1994年４月

　Ａ氏の希望通り、原職復帰が、４月１日付けで実現する。さらに、同氏のほかに、同センターにおいて訓練を受けながら会にも参加してきた数人が原職復帰や再就職を果す。

1994年５月

　日本盲人職能開発センター創設者・松井新二郎理事長（故人）を来賓に迎え、多くの中途視覚障害者が参加し、「Ａ氏の復職を祝う会」を開催。

　その模様がＮＨＫラジオなどマスコミで放送されたこともあり、会に関する問い合わせが寄せられたり、職場復帰等に関する情報を求めての定例会への参加もみられるようになり、会に対する期待が高まる。

1994年11月

　会に対する関心度の高まりに応じ、対象範囲を国家公務員事務職者からすべての中途視覚障害者に広げた会へ脱皮する方向が固まる。併せて、名称についても中途視覚障害者の現状や復職に関し、より広範な人たちと共に考える会を目指し、「中途視覚障害者の復職を考える会＝タートルの会」と改称することを確認する。

　また、タートルの会の旗揚げに備え、「会則制定」を急ぐことと共に、各自の体験を手記集としてまとめる。

1995年６月

　全国を対象とする「中途視覚障害者の復職を考える会（通称：タートルの会）」が設立総会開催、旗揚げ。初代会長に和泉森太氏就任。

　各自の視覚障害との格闘の記録「手記集」を図書として発刊するため編集委員会発足。

1997年７月

　タートルの会のメーリングリストを公開。

1997年11月

　タートルの会「ホームページ」を公開。

1997年12月

　タートル（亀）のロゴマークを冠した「中途失明～それでも朝はくる～」を発刊（第１弾）。12月９日（障害者の日）に合わせてプレスリリース。識者を招き発刊セレモニーを開催。

1999年11月

　地方でも定例交流会の開催を、との声に応え、第１回地方交流会を仙台市で開催。

2000年11月

　第２回地方交流会を広島市で開催。

2001年６月

　復職支援に真正面から取り組むなど、草創期を牽引してきた和泉森太初代会長が勇退。後任者として第２代会長に下堂薗　保氏が就任。

2001年11月

　第３回地方交流会を新潟市で開催。

2002年11月

　第４回地方交流会を京都市で開催。

2003年４月

　日本ロービジョン学会の評議員に、会長が就任。

2003年12月

　「中途失明Ⅱ～陽はまた昇る～」発刊（第２弾）。

　「中途失明～それでも朝はくる～」の発刊から６年が経過したことに伴い、視覚障害者がＩＴ機器などを駆使して働いている生の姿を再び社会に紹介。

2003年９月

　第５回地方交流会を函館市で開催。

2004年11月

　第６回地方交流会を名古屋市で開催。

2005年６月

　創立１０周年総会に併せて、記念セレモニーを開催。セレモニーでは、会を支えてくれた功労者をお招きし感謝状を贈呈する。１０周年を記念して、視覚障害者の就労の実態をインターネットで検索できるデータベース化の構築を確認。

2006年６月
　「１０周年記念誌～就労の手引書～」を発刊。インターネットから検索できるデータベースを公表。
２．タートルの会正式発足後の10年(社会環境）

　「タートルの会」)が正式に発足した1995年以降の10年余りについて、視覚障害者あるいは障害者全体をめぐる就労、社会生活、制度の動きの中で注目される事柄を取り上げ、タートルの会がどのような状況下で活動してきたかを振り返ります。また、それが今後を考える上での参考材料になればと願うものです。

＊1995年

・１月　阪神・淡路大震災発生。この年は、やはり一般的には阪神・淡路大震災が大きな出来事であった。被災障害者がどのような問題を抱えるのか、それを解決するにはどうしたらよいかなどについて、その後、多くの実態報告や問題提起がなされた。

・５月　通産省が障害者等情報処理機器アクセシビリティ指針告示を公布。

・６月　障害者対策推進本部が「障害者週間」（12月3日～9日）を設定。

・７月　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(通称「精神保健福祉法」と呼ぶことが多い。)公布。これにより、福祉施策において精神障害者は、原則として精神障害者保健福祉手帳(1995年10月１日より手帳制度施行)を所持している者とされた。

・10月　水戸市のアカス紙器の知的障害従業員への虐待が明るみに出る。

・12月　障害者施策推進本部が今後７カ年の障害者プラン（ノーマライゼーションプラン）を策定。

＊1996年

・３月　「ヘルスキーパーハンドブック」が出版。同書は、視覚障害者の雇用運動関係者等により取りまとめられたもので、ヘルスキーパーの施術に関する技術的な事柄から職場における人間関係まで幅広い内容が盛り込まれた。

・４月　一般の教員採用試験に合格していた三重盲学校出身の視覚障害者(全盲、男性)が母校の三重盲学校の教員に発令された。

・５月　総務庁行政監察局は、「障害者の雇用・就業に関する行政監察結果報告書」を取りまとめた。国や地方公共団体の公務員の中で、中学及び高校教員が法律で義務付けられた障害者の雇用率（法定雇用率）を大きく下回っていることから(法定雇用率2.0%に対し実雇用率0.98%)、文部省と労働省に障害者の教員採用を促進するため施設整備などを検討するよう勧告した。

・９月　労働省は、国家公務員Ⅱ種試験に合格した全盲の視覚障害学生(男性)に、北海道職業安定行政職の採用内定書を渡した。国家公務員Ⅱ種試験に点字受験で合格し採用されたのは初めて。

・９月　障害者に必要な情報を提供する全国規模のパソコン通信ネットワーク「障害者情報ネットワーク(ノーマネット)」の運用が開始された。福祉行政情報のほか、各種障害者団体の情報等も掲載していく予定。

・９月　大活字図書を扱う出版所「株式会社大活字」がオープン。

・11月　視覚障害者の外出介助に取り組むボランティアグループなどがコンピュータネットワークを通じて組織化を図り、「全国視覚障害者外出支援連絡会」を結成した。

・12月　金沢大学では、国立大学としては初めて、盲ろう者(男性、東京都立大学助手)を助教授として採用した。専攻は盲聾者・児コミュニケーションを中心とした教育学で、金沢大学では障害児教育学講座を担当。

＊1997年

・１月　タートルの会の支援を受けて、会社の解雇通告の取消しを求めていた視覚障害者(男性、弱視)が休職制度を利用してリハビリテーションを受けられることとなった。視覚障害の程度が重くなったことに伴い解雇通告を受けていたが、種々の働きかけにより会社側が対応を改めた。

・２月　大阪の視覚障害者(男性、弱視)が関西電力(株)を相手取り、地位確認と給与支払いを求めて大阪地裁に提訴した。障害を理由とした解雇は、「解雇権の濫用」と主張。それに対し会社側は、「職場復帰は不可能」として対立。

・３月　労働省に設置されていた「中途視覚障害者の職場復帰に関する研究会」が報告書を取りまとめた。職場復帰には、職場側のスタッフや関係機関の職員等が連携し、トータルなリハビリテーションを実現することが望ましいなどの提言が盛り込まれた。

・６月　労働省は、各地の障害者虐待事件に行政機関の対応が不十分だったことを反省し、全国の公共職業安定所に「障害者雇用連絡会議」を設置し、福祉事務所や人権擁護委員会など関係機関と連携して、障害者の虐待や賃金詐取などの防止に取り組むことを決定。連絡会議には、労基署、福祉事務所、養護学校、人権擁護委員会、福祉施設などが参加。定期的に情報交換し、問題事例の発掘や被害の救済にあたるとした。

・７月　９自治体で教員採用試験の点字試験が行われたが、静岡県で視覚障害者(男性、全盲)が20倍の難関を突破して合格。

＊1998年

・３月　労働省は、1998年度から2002年度までの「障害者雇用対策基本方針」を策定し告示した。法定雇用率引き上げのほか、重点事項として、①障害者雇用率制度の厳正な運用、②事業主に対する援助・指導の充実、③重度障害者の雇用・就労の場の確保、④精神障害者の雇用対策の推進、⑤障害者雇用に関する啓発・広報、⑥研究開発の推進、⑦関係機関との連携、⑧国際交流・国際協力の推進などを挙げた。

・７月　新たに改定された障害者法定雇用率が施行。障害者雇用率を民間事業主については1.8%（それまでは1.6%）とし、身体障害者である労働者のみの割合を基準として設定していた身体障害者雇用率を、労働者に占める身体障害者または知的障害者である労働者の割合を基準として設定することとした。国および公共団体（非現業的機関2.0%、現業的機関1.9%）並びに特殊法人（1.9%）については、基本的に2.1%に改められた。ただし、教育委員会は2.0%。

・９月　衆院本会議が「精神薄弱」の用語を「知的障害」に改める法案を可決（9月18日に参院可決。1999年4月1日より施行）。

＊1999年

・２月　労働省がトライアル雇用を施策として打ち出す。障害者の解雇が急増しているとして、障害者を職場実習などの形で受け入れた企業に、新たに奨励金を出す緊急対策を実施するとした。１カ月間の職場実習と、それに続く３カ月間の試用期間としての短期雇用の二段階制で、障害者を受け入れた企業に奨励金を支給するとの内容。

・４月　東京都心身障害者福祉センターは、新年度からエレベーター操作や電話交換、清掃などの建物管理を委託費の安い別の業者に委託した。そのため、同センターが開設した1968年当時から委託されていた、日国サービスに雇用されていた９人の障害者全員(正社員６人、パート職員３人)が、新たな配置先がないなどの理由で、３月31日付けで一斉に解雇された。社員の中には20年以上も同センターで継続して働いていた人もいた。委託を受けた業者は障害者の雇用は考えていないとのことであった。

・４月　厚生省は、「社会福祉事業法等一部改正法案大綱」（社会福祉基礎構造改革大綱）を発表。2000年度からの段階的実施を目指す。改革の理念として、①「個人の自立を基本に、個人の選択を尊重した制度の確立」②「施設間のサービス競争を促して質の高い福祉の拡充を図る」③「個人の自立した生活を総合的に支援するため地域福祉の充実を促進する」の３点をあげた。

　公費助成の水準は現行を維持する社会福祉事業の範囲として、知的障害者・痴呆性高齢者などの権利擁護のための相談援助事業、身体・知的・精神障害者生活支援事業、身体障害者生活訓練事業、知的障害者デイサービス事業、知的障害者デイサービスセンターを経営する事業、盲導犬訓練施設を経営する事業を新たに追加する。

　社会福祉事業経営者について①情報提供や質の向上に努めること、②誇大広告を禁止すること、③都道府県社会福祉協議会が痴呆性高齢者などの権利擁護支援事業に取り組むこと。④施設事業者にはサービスの自己評価を義務づけ、利用者の苦情を受け付けてサービス内容を点検する第三者機関を設置することをあげた。

　また、地域福祉の推進として、①同事業法に地域福祉計画及び地域福祉支援計画に関する規定を設けること、②市町村社会福祉協議会を地域福祉の推進役として明確に位置付けること、③都道府県社会福祉協議会に福祉従事者の養成研修、福祉事業者の経営指導の役割を明記することなどをあげた。

　関係して身体障害者福祉法など関係８法の改正案が示され、サービス提供方式として措置制度をやめ、利用者がサービス内容を選べる仕組み(利用者が施設と直接契約を結んで利用料を支払い、後から市町村が公費助成する。)に改めるなどを提起。

・８月　政府の「障害者施策推進本部」は、障害者の社会参加を促進するため、計63項目あるという法律や政令で障害者の国家・資格取得などを制限している欠格条項のあり方を、2002年度までに見直す方針を決めた。

・12月　成年後見制度導入の民法改定公布（2000年4月施行）。

＊2000年

・１月　運輸省は「高齢者・身体障害者移動円滑化促進法案」（通称「交通バリアフリー法案」）の概要を発表。民間交通会社（鉄道、バス、航空会社）に対し、新設の駅、ターミナルにエレベーター、誘導・警告ブロックなどの設置を義務付けるほか、新たに運行するバスは乗降口を低床化し、車いす用のリフトを取り付けたり、列車、機内に車いす用スペースを確保することなどを各社に義務付ける。既存施設についても同様の努力義務を課す。また、地方自治体による駅周辺の整備事業などにも義務条項を盛り込む。

・５月　労働省は、障害者の雇用を支援する「ジョブコーチ」制度（障害者と一緒に職場に入り、１人で作業ができるまで付き添って手助けするなど、持続的に働くことができる環境整備をする指導員）を年度内に神奈川、滋賀の２県で試験的に実施する方針を決定。

・６月　関西電力(株)に対し中途視覚障害者がその解雇処分を不当として訴えていた裁判で、５月に裁判所から「調停に代わる決定」が出され、それに基づき６月に原職復帰が実現した。

　裁判は証人調べが終わった段階で、裁判長の勧めで調停に付された(1998年12月の公判で結審し、その後、和解に向けて調停が行われた。)。この調停手続のなかで、裁判所の提案で３カ月ほど「試用」として会社で実際に補助機器などを使って仕事をしてもらった。その結果、裁判所は「器具を使えば業務は可能」と判断。調停で不調が続いたため、民事調停法に基づいて、当該視覚障害者の原職復帰や行ってもらう仕事の内容などを柱とする「調停に代わる決定」を出した。

・８月　労働省は、昨年１月から障害者雇用の緊急対策として開始したトライアル雇用を年度末で終了する予定だったが、関係者から事業継続を求める声が多いとして、実質的に来年度以降も継続することを決定。「トライアル雇用」は１カ月の職場実習と,３カ月の試用雇用を通じて、企業と障害者相互の不安を解消し、正式雇用につなげることを狙いとしたもので、2000年７月末までに約3,500人が職場実習を経験し、約1200人が正式に雇用されている。

・12月　政府が来年度から障害者個人を対象として「障害者情報バリアフリー化支援事業」を開始することを決定。これにより障害者の情報格差（デジタル・ディバイド）解消を図る。障害者のパソコン関係機器やソフトウェアの購入費について、国が１人10万円を限度に、その３分の２を助成し、残りを都道府県が負担する。政府は来年度以降の５年間、同事業を継続するとした。

＊2001年

・４月　JR東日本（東京・目白駅）は、エスカレーター前の点字誘導ブロックについて、「公共交通ターミナルにおける高齢者・障害者等のための施設整備ガイドライン」に点字誘導ブロックの設置場所が示されていないとして、「危険なので撤去した」と豊島区役所を通じて「東京視力障害者の生活と権利を守る会」に連絡した。

　同会は、撤去に反対する文書を目白駅に出したため、６日に予定されていたブロック撤去工事は急遽延期された。同会は、エスカレーターの上り下りはベルトを触れれば動く方向はわかるとして、撤去しないよう再度申し入れた。

　この件について、５月、エスカレーターへの点字誘導ブロック(エスカレーターの手前に手すりを設置し、昇降の区別を点字で表示した)を安全対策として残すことをＪＲが決定した。

・５月　東京地裁は、障害者の法定雇用率を守っていない日本航空の歴代三社長に対し、大学教授らが損害賠償を求めた株主代表訴訟の和解を成立させた。和解事項には、日本航空は2010年までに法定雇用率を達成するよう努力する、達成まで雇用率を会社のホームページに公開する、スロープや手話通訳者などの導入で支援態勢を整えることを約束し、株主側は和解により賠償請求を放棄するなどを盛り込んだ。

・６月　衆院本会議は、障害を理由に一律に免許や資格を認めない「欠格条項」を見直すため、医師法など27の法律に関わる33制度を一括して改正する法律を可決し、同法は成立した。完全撤廃するのは「栄養士免許」「調理師免許」など７制度だけで、残る26制度は制限付きに認めるために「心身の障害により業務を適正に行うことが出来ない者として、厚生労働省で定める者」に、免許や資格を「与えないことがある」とする文言が入る。

・８月　厚生労働省は、入社後にうつ病や神経症など精神障害になった人が、職場に復帰する際の相談窓口を各都道府県に設置する方針を決めた。同省の「精神障害者の雇用の促進等に関する研究会」がまとめた報告書に沿ったもので、精神障害に悩んでいる人へのアドバイスや、職場復帰のための作業訓練、対人関係をスムーズに築くための研修会などを実施。企業に対しても、職場復帰のための情報提供などをして連携を図る。

・８月　障害者の雇用支援の目的で、「ジョブコーチ」（職場適応援助者）を10都道府県に50人を配置しているが、来年度から全都道府県に各５人前後を配置する方針を決め概算要求に盛り込んだ。

・10月　東京都東村山市の西武鉄道の２駅で相次いで視覚障害者の男性がホームから転落する事故が起きた。18日、西武新宿線久米川駅上りホームで、また、19日、西武池袋線秋津駅上りホームで転落して骨折した。待っていたホームとは反対ホームに到着した電車のドアが開く音を聞き違えて、電車に乗り込もうとして転落した。両駅では電車が近づくと到着を知らせる自動アナウンスが流れ、上り下りの違いが男女別の声で区別されていた。

・11月　厚生労働省は、年度上半期の一般企業に就労している障害者の解雇状況について明らかにしたが、過去最悪を更新した。2001年４月から９月までに企業が「事業主の都合」による解雇届けを公共職業安定所に届けた障害者数は1,529人で、内訳は身体障害1083人、知的障害419人、精神障害27人。過去最悪だった1998年度上半期の1439人を上回った。同省は、中小企業の事業所閉鎖や縮小、倒産に伴うものがほとんどで、全国的なリストラ傾向が障害者にも響いていると分析。

・12月　総務省・郵政事業庁は、第３種郵便物(年４回以上発行する定期刊行物など)や、第４種郵便物（通信教育や目の不自由な人向けの点字冊子、農家向けの農作物の種などの郵便物）などの割引料金制度について、2003年春に原則廃止する方針を固めた。「点字」など一部の例外を除いて、一般郵便物と同じ料金体系にするとした。郵便事業を条件つきで民間業者に全面開放するのに伴い、民間との競争で経営環境が厳しくなると見られることから、採算性を優先させるとしたもの。

＊2002年

・４月　衆院厚生労働委員会は、「身体障害者補助犬法案」を可決。障害者が補助犬を同伴して交通機関や公共施設を利用することを保障し、自立や社会参加を促すことが同法の目的。国や地方自治体が管理する公共施設、公共交通機関のほか、不特定多数が利用する民間施設にも受け入れが義務付けられた。また、民間の事業所やマンションなどの住宅に同伴を認める努力規定が生じる。

　そのほか、介助犬と聴導犬については「国の指定法人が認定した犬」として基準を設け、同法人が認定業務を行い、犬が規定する能力を欠いた場合は認定を取り消す義務が生じるとした。

・４月　衆院厚生労働委員会は、障害者雇用促進法改正案を可決。また、同月中に参院本会議も可決し成立した。障害者を従業員の一定割合（法定雇用率）以上雇う制度において、業種によって雇用義務が一部免除されているが(除外率制度)、その除外率を段階的に縮小することを定めた。2004年４月から一律10%引き下げる。また、障害者を率先して雇う子会社(特例子会社)を持つ企業グループは、雇用率をグループ全体で算出できるように改めた。

・６月　東京高裁は、全盲の女性がぶつかってきたために足の骨を折るけがをしたとして、川崎市の女性が損害賠償を求めた訴訟の控訴審判決で、「全盲の女性は盲導犬をつれ、杖で前を確認しながら歩いており、過失はなかった」として、けがをした女性の訴えを退けた。また、視覚障害者の過失判断基準として「健常者と同じ注意義務はなく、視覚障害者としての標準的な注意義務を果たすことが求められる」との考えを示した。

・７月　はり師・きゅう師の養成校創設に関する請願が参議院で採択。はり師・きゅう師の養成校増設の傾向が強まっていることから、その結果として晴眼業者がますます増大するのではとの懸念が視覚障害者の間で高まった。あん摩マッサージ指圧師については、あん摩師等法第19条により視覚障害者の就労状況を勘案しながらその養成校創設が認定・承認されることとされているが、はり師・きゅう師の養成校についても同法を適用できるようにする旨求める請願が国会に提出され、参議院で採択された。

・11月　法定雇用率未達成企業名の開示に向けた新たな動き：大阪の市民グループ「株主オンブズマン」が大阪労働局に、また、「障害者インターナショナル日本会議」が東京労働局にそれぞれ、昨年４月に企業が公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」の公開を請求したが、労働局側が「障害者雇用促進法で雇用率未達成の企業への勧告や社名公表などの行政手続きを設けており、情報公開法での公開は企業活動を阻害する。」として不開示とした。この決定を不服として厚生労働相に申し立てた審査請求において、内閣府の情報公開審査会は、「雇用率や障害者の不足数は開示すべきだ」として、障害者の法定雇用率(1.8%)を達成できていない企業名などを公表するよう厚生労働相に答申した。

・12月　厚生労働省は、障害者雇用促進法に基づく障害者の法定雇用率の未達成企業名を市民団体などが東京、大阪両労働局に情報公開請求した問題で、両労働局に開示決定を文書で伝えた。

・12月　政府が2003年度以降の国の「障害者基本計画」を閣議決定。そのうち前期５年間に重点的に実施する施策を定めた「新障害者プラン」も併せて公表した。

＊2003年

・１月　厚生労働省は、市民団体からの情報公開請求で障害者の法定雇用率の未達成企業名が公表されることになったが、対象となる約9,000社のうち約1,500社が開示に反対していることを明らかにした。東京都労働局では２月に開示する予定にしているが、企業から公式に不服申し立てがあった場合、厚生労働相が再度、情報公開審査会に開示の可否を諮問することになる。

・２月　医療主管全国課長会議で、あはき法違反業者に対する取り締まり(無免許者の取締)を依頼する内容の文書を配布。視覚障害者団体から、無免許のままマッサージなどに従事する人が増えていることについて、行政に取締の要請が行われていた。以前、無免許者取締依頼文書が厚生省から出されたのは1964年。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・３月　厚生労働省が「障害者雇用対策基本方針」の策定について発表した。同方針は、2003年４月から2008年３月までを運用期間とする。今後の施策の方向は、①雇用率制度を柱とした施策の推進(精神障害者施策の推進、特例子会社の活用と除外率制度の段階的縮小、企業名の公表を含めた雇用率達成指導の強化)、②総合的な支援施策(障害の種類及び程度に応じたきめ細やかな対策、経済情勢に配慮した施策の推進、関係機関の連携の強化)とされている。

・４月　厚生労働省は、医師国家試験を受験した３人の視覚障害者のうち、全盲の男性(27歳、大阪府在住)が合格したと発表。合格した男性は、精神科医をめざして母校で研修生活をスタートさせた。医師免許は、８月７日に交付された。

・７月　衆院本会議は、公職選挙法改正案(議員立法)を全会一致で可決、参院に送付した。重度の身体障害者や寝たきりの患者のうち、在宅者25万人の投票機会を広げることを盛り込んだ。上肢または視覚障害1級のうち在宅の計13万人を対象に、現行の自筆に加え、自ら投票用紙に筆記することが困難な有権者の代筆による郵便投票を認める。また、介護保険で要介護度５の認定を受けている寝たきりの患者約12万人を郵便投票の対象に追加するとしている。同月内に参院本会議で可決、成立した。

・７月　高齢者介護施設において視覚障害マッサージ師の雇用を進めようとする動きが具体化。視覚障害三療関連５団体が「視覚障害者を介護施設機能訓練指導員に全国連絡会」を設立し、厚生労働大臣宛に①雇用促進のため関係部局による連携策を講ずること、②機能訓練指導員の介護報酬単価をマッサージ師１人分の人件費相当額になるよう引き上げること、③機能訓練指導員の資格対象に、はり師及びきゅう師を加えることなどを陳情した。

　これを受けて厚生労働省は、８月、都道府県に「視覚障害者の雇用の促進について」と題する障害者雇用対策課長通知を出した。また、事業主向けパンフレット「福祉施設における視覚障害者の雇用促進」を各種の会議等で有効活用するよう求めた。

・９月　法定雇用率未達成企業名を公表。2000年６月１日現在で法定雇用率を達成していない東京都内の企業の名称が公開された。「障害者インターナショナル日本会議」の会員等が情報公開請求していたもの。同会のホームページに該当企業名が掲載された。

・10月　身体障害者補助犬法が全面施行となった。

＊2004年

・１月　小・中学校に通う弱視児に対し、拡大文字の教科書を無償配布するための経費が文部科学省の予算に盛り込まれ、2004年度から実施された。利用者からは手続きの簡素化が必要なこと、利用申請期限の延長が必要なことなどの課題が指摘されている。

・１月　神奈川県警生活経済課は、無届けの施術所を開設し、無免許のマッサージ師を使ったなどとして、マッサージ師派遣会社の役員をあはき等法違反の疑いで逮捕。同様の逮捕が、２月に奈良県警、３月に警視庁により行われた。

・２月　「全国働く障害者ユニオン」が結成された。職場で働く権利を奪われたり、差別的扱いを受けている障害者を支援することを目的にしている。「働く障害者の弁護団」がサポーター役。

・５月　障害者基本法の一部を改正する法律案が、参議院で可決され、成立した。６月４日より施行。障害を理由とする差別や人権侵害をしてはならない旨、基本的理念に加えた。

・６月　インターネットのWeb(ホームページ)を作成するときの情報アクセシビリティの内容がJISに盛り込まれた。

・６月　普通校で学ぶ視覚障害児の点字教科書が、2004年度の後期分から無償給付されることが決定された。

・９月　JICA沖縄国際センターの「マッサージ指導者育成研修」が半年間の日程で開始された。アジア太平洋地域８カ国から10人の参加があり、全員視覚障害者。

・10月　「新潟中越地震」が発生。障害者の世帯も住宅被害をはじめ影響を受けた。2004年は台風も多かった。

・11月　中央教育審議会は、障害種別の学校を定めた現行制度を見直し「特別支援学校」に改めることなどを盛り込んだ「特別支援教育を推進するための制度の在り方について」(中間報告)を取りまとめた。

・11月　新紙幣発行。紙幣の表面の下の両端に識別マークが置かれる。１万円はＬ字形、５千円は八角形、千円が横棒の形。

・12月　学生無年金障害者を救済する法案が参議院で可決され成立した。2005年４月から、障害程度１級の人には月額５万円、２級の人には月額４万円が支給される。

＊2005年

・１月　政府は、公共性の高い郵便物の郵送料を軽減または無料とする「第３種、第４種郵便」を民営化後も原則的に維持することを決めた。点字図書等のいわゆる「盲人用」郵便もこれに該当する。

・２月　日本とタイの間で交渉が進められている自由貿易協定(FTA)で、タイ式マッサージを受け入れる可能性が浮上した。タイ式マッサージの治療目的での就労に厚生労働省は難色を示したが、主にリラクゼーションを目的にした保養施設での就労に限り受け入れる妥協案が協定素案に盛り込まれた。鍼灸マッサージ関連団体は、この受入れに反対する動きを活発化させた。

　このFTAは９月に基本合意をみたが、タイ式マッサージの受入れ問題は２年以内に結論を出すこととされ、先送りされた。

・３月　医師国家試験に全盲の視覚障害者(男性)が合格。９月に医師免許が交付された。欠格条項廃止後、医師国家試験に合格した全盲の人は２人目。

・６月　障害者の雇用の促進等に関する法律の改正案が参議院で可決され、成立した。施行は2006年４月から。障害者を実際にどの程度雇用しているか(実雇用率)を算出するに当たり、身体障害者と知的障害者のほか、精神障害者(原則として精神障害者保健福祉手帳所持者)もカウントすることとなる。また、障害者に働く場を提供する在宅就業支援団体や施設等に企業が仕事を発注した場合、その発注額に応じて徴収する納付金の額を減額し、あるいは特例調整金や特例報奨金を支給するなどの措置を講ずることとなる。

・７月　障害者自立支援法案が衆議院本会議で可決され、参議院に送られた。この法案については、2005年当初から、日本障害者協議会(JD)、障害者インターナショナル(DPI)日本会議等多くの団体が、障害当事者の意見をふまえた慎重審議を求めて集会等様々な行動を起こした。

　同法案については多くの問題が指摘されたが、とりわけサービスを受ける際の応益負担が大きな問題とされた。これに関しては低所得者対策、自己負担上限額の引き下げ、本人所得のみによる負担額算定(世帯所得に拠らない形)などを求める声が多く挙がった。また、重度障害者の長時間サービス、地域間格差(特に市町村が実施主体で裁量的経費となる地域生活支援事業の予算確保について)、障害程度区分の在り方(実態に合わない程度判定がなされると適切なサービスを受けられない。)等に関する懸念も出された。

　障害者自立支援法案は、８月に、参議院で郵政民営化法案が否決されたことに伴う衆議院解散により廃案となったが、10月、特別国会で改めて審議が開始され、同月中に衆議院本会議において成立した。

・９月　障害者介助等助成金の支給期間が５年間延長されることが決定。労働政策審議会障害者雇用分科会において、障害者介助等助成金の支給期間を５年間延長することなどが厚生労働省より提案され、決議された。これに伴い、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令が改定され、10月より施行された。同助成金の支給期間延長は、「視覚障害者のためのヒューマンアシスタント制度の充実を求める会」が訴え署名活動等を行っていた。

　障害者の職場介助者に係る助成金は、障害者の業務を介助する人を事業主が雇う場合、その人件費の一部を事業主に対し助成金として支給するもの。1988年より支給期間３年間でスタートし、1992年からは支給期間が10年間まで拡張された。この助成金の助成率は４分の３(介助者雇入れに係る人件費の４分の３を助成)だが、今回の延長期間(従来の10年間経過後５年間まで)については助成率３分の２となる。延長期間における助成限度額もやや低く設定された。

・10月　国土交通省は、「ユニバーサルデザイン政策大綱」を取りまとめた。ハートビル法と交通バリアフリー法を一体化する構想等を盛り込んだ。

・11月　総務省と経済産業省は、携帯電話等の電気通信機器が、高齢者や障害者に使いやすいものとなるよう設計に配慮すべき事項をＪＩＳとして制定した。

（幹事：吉泉　豊晴）
Ⅱ　基本情報調査（就労事例の集積）の実施について

　タートルの会が歩んできたこの１０年は、「見えなくても働き続けたい」という、たくさんの方々の想いに支えられてきた１０年だと思います。

　この１０年の間に、交流会でたくさんの働く事例の発表をしていただきました。最初は、幹事みんなが発表者になり、それからは周囲の会員をはじめ、その輪がだんだんと広がっていきました。ここ数年は「こんな仕事をしています」というシリーズで、毎年秋に行われた「連続交流会」のなかで発表をしていただきました。また、会報「タートル」での「職場で頑張っています」のシリーズや「中途失明」の２回の発刊でも、多くの方が働いている体験談を残してくれました。そして、私たちは、記録に残すことを大切にしてきました。
　交流会では、発表していただいた内容をテープに取り、それをデータにしていただいたものを、長くなってもできるだけ忠実に掲載することに努力しました。ここには、一人ひとりの体験談を大切にして、多くの方にそれを伝えていきたいという、私たちの思いがありました。これらのたくさんの働く事例は、一人ひとりいろいろな場面を通過しながら、多方面の分野ではありますが、「見えなくても働き続けたい」という、一つの思いに支えられたものでした。

　この考えは、私たちの会が行っている相談会にも応用されてきました。働く上でのいろいろな問題を抱えた中途視覚障害者の方が私たちのところに来られます。「初期相談」として、幹事が集まり相談を受けます。ここでも、「体験の交流」ということを大切にします。一緒に考える私たち一人ひとりが、自らの体験をお話して、いろいろな可能性を提案します。確かに、一人の相談者に対して、何人かが集まって行うのは効率が悪いかもしれません。でも、私たちは、一人ひとりの体験を是非知っていただき、それをご自分なりに生かしていただきたいということです。

　私たちは、１０年の区切りに、この想いを、これから限りなく広がっていく可能性の一つの出発点として、世の中に提案していくことを考えました。それは、働く事例の集積です。それは、これまでの一つのまとめであると同時に、今後の広がりのためのスタートでもあるのです。

　アンケートとして、働く事例を集積してみました。そして、情報がなくて孤立しがちな中途視覚障害者の方や、ご家族の方、職場の方に、このアンケートをご覧いただきたいのです。そして「私だけじゃないんだ」ということを発見していただきたいのです。その発見をステップにこれからの道を考えていただきたいと思います。

　アンケートでは、一人ひとりの歩んできた道がイメージされてくることを大切にしました。アンケート項目もその点を重視しました。

　これから、このアンケートを活用していただいた視覚障害者の方が、さらにアンケートに回答していただき、一緒に「見えなくても働き続けたい」という想いを共有する仲間になっていただければと思います。働く視覚障害者の体験の集積が、情報がなく、孤立している多くの視覚障害者の方々に役立てていただければ幸いです。
（幹事：新井愛一郎）
Ⅲ　基本情報調査項目の集計を通じて

　今回のアンケート調査(回答者総計104人)は、職場復帰をめざす中途視覚障害者、これから就職しようとする視覚障害者、職に就いているが問題解決のヒントを得ようとする視覚障害者、あるいは、その支援者や家族等々の参考となるような材料を得るため実施したものです。その意味で、回答者中94人（90%）が他の人の問合せに応じてもよいとしていることは心強いです。

　以下ではその集計結果を把握してもらう手がかりとして、回答者の輪郭や結果において特徴的と思われる点を記しますが、調査結果をみていただく前提として、基本的に、回答者は職に就いている人であることに留意していただきたいのです。例えば、後述するように「他の社員と同じように研修を受けた」という人が６割弱いますが、何らかの事情で現在離職している人の過去の就労経験を含む回答であれば、その比率がもっと低く出ていた可能性があります。そうした点を念頭に置きながら読んでいただければ幸いです。

　なお、選択式設問において、複数回答を想定していないものについて実際には複数の選択肢が回答されたものがありますが、そのまま集計しています。
１．基本的事項について

・性別では９割弱が男性、女性は１割強。

・年齢階層別では50歳代が最多で４割強、次いで40歳代が３割弱、30歳代が約２割などとなっている。20歳代と60歳代は１割未満。働き盛りの中高年が中心といえる。

・視覚障害の先天性／後天性の別については、先天性が３割強、後天性が７割弱。なお、先天性か後天性かを問わず、就職後に障害程度が重くなったと回答した人が68%いた。職業人になってから、より厳しく視覚障害に向き合うこととなった、いわゆる中途視覚障害者がかなり多いことが分かる。

・現職の官民の別でみると、民間が３分の２、公務員が３分の１であった。

・現職の職種としては、事務職が５割強、技術職が２割強などとなっており、事務職がかなり多い。

・学歴別にみると高学歴の人が多く、約３分の２が大学卒、次いで多いのは高校卒の２割弱であった。

・障害者手帳所持については、ほとんどの人(98%)が所持している。

・視覚障害の程度では、１級が３分の２、２級が３割弱で、いわゆる重度(１級及び２級)が９割強を占める。中度の人は約5%、軽度は1%であった。重度の人が圧倒的に多い。

・視野障害の有無については、７割強があるとし、２割がないとしている。

・補助機器を活用して視覚的に墨字が読めるか否かについては、ほぼ半数に分かれるが、読める人のほうが46%とやや少ない。

・白杖使用の有無については、使用しているが８割弱、使用していないが２割程度であった。視覚的に墨字が読める人の中にも白杖使用者がそれなりにいることが分かる。
２．現職に至るまでの経過について
・現職までの経過についてみると、障害者となって以降、休職期間を経たか否かに関わらず、現在まで同じ企業や官庁などで働いているとした人が約36%いる(休職期間を経た人は21%)。一方、障害者であることが理由で退職して、他の企業や環境等で就職した人は16%である。そのほか、学校卒業後採用され、現在まで同じところで働いている人が３割強であった。障害が理由で離職する人よりも、継続的に働き続ける人のほうが多い結果となっている。

・復職・継続・再就職にあたり重要な情報提供をしてくれた機関等(複数回答)では、多い順にタートルの会:42%、視覚障害者団体:28%、職業能力開発校:22%、社会福祉施設:20%、医療機関:18%、公共職業安定所:16%、ほか、学校・各種学校、福祉事務所の窓口、民間人材斡旋機関がそれぞれ6%台であった。障害者団体を挙げる人が多く、公的機関関係は比較的少ない。障害者団体が持っている視覚障害に関する有効な情報を、公的機関等にもっと広め、また、その情報が視覚障害者にとってどのような意味を持つかを知ってもらう必要があるといえる。

・障害が発症してから社会復帰訓練や職業訓練を受けたか否かについては、約３分の２が受けたとしている。また、どのような形でそれを受けたかについては、勤務扱いの研修として受けた人が約１割、ほか、休職期間や年次有給休暇を利用して受けた人が約３割、離職してから受けた人も１割以上いた。社会生活や職業生活に復帰するためのリハビリ訓練が、まだ正規に位置づけられているとは言えない状況が窺える。

・歩行訓練の内容としては、日常生活訓練の一環として受けた人が５割強、通勤や社内移動の訓練を受けた人が３割弱、また、いずれの訓練も受けていないと答えた人が３割弱いた。白杖使用者が回答者の８割弱であることを考えると、訓練期間の長短はともかくとして、もう少し訓練が受けやすい体制を整えることが望まれる。

・職業訓練受講については、受けた人が45%、受けていない人が43%と、両者がほぼ拮抗している。前述したように、社会復帰や職業のための訓練を受けた人が３分の２いるのに比べると、職業訓練を受けた人はやや少ない。
３．現職の内容や雇用形態等に関する事項について

・現在就いている仕事の内容としては、かなり分散しているが、その中で他に比べるとかなり比率の高いのが一般事務で30%、それ以外はすべて10%未満になるが、多いほうから、三療や柔道整復師:9%、その他の専門的職業:7%、管理的職業:6%、営業・販売関連事務の職業:5%などとなっている。

・現在勤めている企業等の全体的従業員数をみると、多いほうから、1,000人以上:44%、300人～999人:20%で、300人以上規模を合計すると約３分の２である。ほか、49人以下:15%、100人～299人:11%、50～99人:6%となっている。中小規模のところに比べ大規模のところがかなり多い結果であった。

・雇用形態については、正社員が他にぬきんでて多く74%、契約社員が12%、そのほか、嘱託社員、パートタイマーやアルバイト、派遣社員、臨時職員はいずれも4%以下であった。

・業務の上で点字を使用しているか否かについては、使用していない:６割、使用している:４割弱であった。

・人的サポートを受けているかどうかの状況については、周囲の人の支援を受けている人が最多で64%、次いで、何も受けていない:21%、特別な人的配置を受けている:10%、制度としてのヒューマンアシスタントを受けている:9%であった。最後の２つは何らかの形で特別にアシスタントの配置があるケースと思われるが、合わせても２割弱であり、何も受けていない人より少ない。「周囲の人の支援を受けている」という、いわゆるナチュラルサポートも重要ではあるが、人的サポート体制の更なる進展が望まれる。

・パソコン技能をどこで習得したかについては、多いほうから、自力:55%、施設:41%、団体:12%などであった。自力というのが意外に多い。

・雇用助成制度の周知・活用状況については、まず知っている:７割強、知らない:２割強であった。また、活用したことがある:２割弱、活用したことがない:４割であった。「知っている」がかなり多いとはいうものの、「知らない」が２割を超えていることからみて、より適切な情報提供が望まれる。また、活用経験者に比べ経験のない人が２倍いることから、雇用側へのアプローチも更に必要であるといえる。

・職場における研修については、他の社員と同じように研修を受けている:６割弱、受けていない:３割強であった。研修の際に障害に対する配慮があったか否かについては、あった:３割弱、なかった:５割強であった。また、ハンディー克服の訓練が職場研修として行われたか否かについては、行われた:１割強、行われなかった:８割弱であった。これらの結果から、研修を受ける機会は一定程度あるものの、障害に配慮したものはまだまだ少ない状況が窺える。

・職域の拡大に役立つ資格取得について、雇用側の特別な配慮があったか否かに関しては、配慮があった:16%、特にない:73%であった。

４．勤務先の障害者雇用への取組み状況について

・勤務先の視覚障害への理解は、ある:45%、ない:16%、分からない:34%であった。

・勤務先に雇用されている他の視覚障害者がいるか否かについては、いる:46%、いない:４割弱、分からない:１割強であった。勤務先に複数の視覚障害者がいるところが、半数には満たないものの比較的多い。

・勤務先である企業等の障害者雇用の方式としては、通常の雇用が84%と高い比率であり、特例子会社と答えた人は6%であった。

・雇用率を達成しているかどうかについては、達成していると思う人が３割、達成していないと思う人がそれよりやや多く36%、分からないと答えた人は28%であった。どれもほぼ同程度を占めている。

５．家族の支援について

・家族から受けた支援(複数回答)については、多いほうから、日常生活の支援が７割、外出時の支援と心理的な支援が等しく55%、仕事関係の支援と経済的な支援が２割弱という状況であった。生活面と心理面での家族の支えが重要な位置を占めている様子が分かる。なお、受けなかったと答えた人も9%いた。

＜アンケート＞
１　基本項目

（１）性別

ア　男性

91(87.25%)

イ　女性

13(12.5%)

（２）年齢
　20歳代:

7(6.7%)

　30歳代:

20(19.7%)

　40歳代:

29(27.9%)

　50歳代:

44(42.3%)

　60歳代:

4(3.8%)

（３）視覚障害は先天性ですか中途ですか

ア　先天性

32(30.8%)

イ　中途 

71(68.3%)

（４）現職の官民の区別

ア　民間

66(63.5%)

イ　公務員

35(33.7%)

（５）現職の職種

ア　事務職

54(51.9%)

イ　技術職

24(23.1%)

ウ　その他

9(8.7%)

（６）最終学歴

ア　中学卒　

0(0%)

イ　高校卒　

18(17.3%)

ウ　短大卒　

3(2.9%)

エ　大学卒　

67(64.4%)

オ　大学院卒　

5(4.8%)

カ　その他

11(10.8%)

２　視覚障害の状況についてお尋ねします。

A 　見え方について

（１）障害者手帳を持っていますか。

ア　持っている（種級）
102(98.1%)

　１種１級

66(63.5%)

　１種２級

29(27.9%)

　１種３級

3(2.9%)

　１種４級

1(1%)

　２種１級

1(1%)

　２種２級

0

　２種３級

0

　２種４級

1(1%)

　２種５級

1(1%)

イ　持っていない　
2(1.9%)

（２）視野障害はありますか。

ア　ある（その状況：
74(71.2%)

イ　ない

20(19.2%)

（３）補助機器を活用して、視覚的に墨字が読めますか。

ア　読める　

48(46.2%)

イ　読めない　

54(51.9%)

（４）白杖を使用していますか。

ア　使用している　
81(77.9%)

イ　使用していない　
22(21.2%)

B　視覚障害の時期について

　いつごろ視覚障害になったかということは、重要な意味を持ちます。以前から視覚障害がある方でも、急激な視力低下の時期が、重要な意味を持つこともあります。あなたの場合をお答えください。

ア　先天性の視覚障害があり、その状態が基本的に継続している。
13(12.5%)

イ　先天性の視覚障害があり、就職前に障害が重くなった。

9(8.7%)

ウ　先天性の視覚障害があり、就職後障害が重くなった。

25(24.0%)

エ　先天性の視覚障害はなかったが、就職前に障害者となった。
9(8.7%)

オ　先天性の視覚障害はなかったが、就職後障害者となった。
46(44.2%)

３　現職までの経過についてお尋ねします。

ア　新規採用（学校卒業後採用され、現在まで同じ企業、官庁などで働いている。）　








33(31.7%)

イ　継続雇用（就職後障害者となったが、休職などをせずに現在まで同じ企業、官庁などで働いている。）　





15(14.4%)

ウ　休職等を経て復職（障害のため休職して訓練などを受けた後現在まで同じ企業、官庁などで働いている。）　





22(21.2%)

エ　転職（障害者であることが理由で退職し、他の企業、官庁などに再就職した。）








17(16.3%)

オ　その他（障害者であることが理由ではない転職など上のアからエまでに当てはまらないケースについては具体的に書いてください。）


20(19.2%)

４　復職・継続・再就職にあたり、あなたにとって重要な情報提供をしてくれた機関等は何ですか。いくつでも該当するものをあげてください。

ア　医療機関



19(18.3%)

イ　タートルの会


44(42.3%)

ウ　公共職業安定所（ハローワーク）
17(16.3%)

エ　学校・各種学校


7(6.7%)

オ　職業能力開発校


23(22.1%)

カ　福祉事務所の窓口


7(6.7%)

キ　社会福祉施設


21(20.2%)

ク　民間人材斡旋機関


7(6.7%)

ケ　視覚障害者団体


29(27.9%)

コ　その他



27(26.0%)

５　障害が発症してから社会復帰のための訓練や、職業に関わる訓練を受けましたか。

ア　受けた



68(65.4%)

イ　受けていない


29(27.9%)

（１）受けた方にお尋ねします。どのような形で受けましたか。

ア　勤務扱いの研修として受けた

12(11.5%)

イ　休職期間を利用して受けた

23(22.1%)

ウ　離職してから受けた


16(15.4%)

エ　年次休暇を利用して受けた

10(9.6%)

オ　その他



16(15.4%)

（２）歩行訓練についてどのような訓練を受けましたか。。

ア　日常生活訓練の一環としてうけた。
57(5.8%)4

　（その機関名：　）

イ　通勤、社内移動の歩行訓練を受けた。
29(27.9%)

　（その機関名：　）

ウ　いずれの訓練も受けていない

29(27.9%)

（３）職業訓練を受けましたか。

ア　受けた（機関名：　）

47(45.2%)

　訓練の内容（　　）

　特に役に立った訓練内容（　　）

イ　受けていない


45(43.3%)

６　現在就いている仕事の内容について次の中から選んでください。

〔専門・技術職〕


ア　機械・電気技術者




1(1.0%)

イ　建築・土木・測量技術者



1(1.0%)

ウ　システムエンジニア（ＳＥ、システムコンサルタント、システム監査技術者、システムアナリストなど）




3(2.9%)

エ　プログラマー




4(3.8%)

オ　医師、看護師




1(1.0%)

カ　あんま、マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師







9(8.7%)

キ　上記5、6以外の医療技術者等保健医療の職業

3(2.9%)

ク　その他の専門的職業




7(6.7%)

ケ　管理的職業（部長、課長、支店長、工場長など）
6(5.8%)

〔事務的職業〕


コ　一般事務の職業（人事・文書・広報・企画・調査・受付・秘書など）









31(29.8%)

サ　会計事務の職業（現金出納事務員、予算・経理事務員など）
4(3.8%)

シ　生産関係事務の職業（生産等に伴う資材・製品・労務に関する事務従事者）








1(1.0%)

ス　営業・販売関連事務の職業（販売活動の支援や、契約事務、信用調査、苦情処理などの業務従事者）






5(4.8%)

セ　事務用機器操作の職業（タイプライター・電子計算機など事務用機械の操作や速記などの業務従事者）





1(1.0%)

ソ　その他の事務的職業（外勤事務、運輸・通信事務の職業）
1(1.0%)

〔販売の職業〕


タ　内勤による販売（販売店員など）



0(0%)

チ　外勤による販売（商品訪問・移動販売員、商品仕入・販売外交員、保険募集人、サービス外交員など）





1(1.0%)

〔サービス〕


ツ　家庭生活支援サービスの職業（家政婦（夫）、ホームヘルパーなど）0(0%)

テ　生活衛生サービスの職業（理容師、美容師、クリーニング工など）0(0%)

ト　飲食物調理の職業（調理人、バーテンダーなど）

0(0%)

ナ　接客・給仕の職業（飲食物給仕人、旅館・ホテル接客係など）
0(0%)

ニ　その他のサービスの職業       



3(2.9%)

ヌ　保安の職業（警察官、警備員など）



0(0%)

ネ　農林漁業の職業





0(0%)

ノ　運輸・通信の職業（タクシー運転手、バス・トラック運転手、電話交換手、郵便、小包配達員、ラジオ・テレビ放送技術者など）


0(0%)

〔生産工程・労務〕


ハ　製造・制作の職業（機械などを用いて原材料を加工し、または組み立てる作業、生産機械・装置の操作を行う作業など。印刷・製本の作業も含まれる）
0(0%)

ヒ　採掘・建設・土木の職業（採鉱員、大工、左官、内装仕上工、土木作業者など）








0(0%)

フ　運搬などの労務の職業（貨物の運搬、積み降ろし、配達及び梱包の作業、清掃、機械等の洗浄、資材等の選別・整理、学校・病院などの雑務など）
0(0%)

７　現在働いている企業などの全体の従業員の人数はどのくらいですか

　該当項目を選んでください。

ア　49人以下






16(15.4%)

イ　50～99人






6(5.8%)

ウ　100人～299人





11(10.6%)


エ　300人～999人





21(20.2%)

オ　1，000人以上





46(44.2%)

８　雇用形態と処遇についてお尋ねします。　

　現在どのような形で働いていますか。

（１）雇用形態

ア　正社員






77(74.0%)

イ　契約社員






12(11.5%)

ウ　嘱託社員






4(3.8%)

エ　パートタイマー、アルバイト




3(2.9%)

オ　派遣社員






0(0.0%)

カ　臨時職員






1(1.0%)

（２）処遇（区分があれば）　

ア　一般職


イ　総合職


９　仕事をするとき点字を使用していますか。

ア　使用している





39(37.5%)

イ　使用していない





69(60.6%)

１０　補助機器やサポートの活用についてお尋ねします。

（１）使用補助機器はどのようなものですか。

（２）人的サポートを受けていますか。

ア　制度としてのヒューマンアシスタントを受けている。

9(8.7%)

イ　特別な人的配置を受けている




10(9.6%)

ウ　周囲の人の支援を受けている。



66(63.5%)

エ　何も受けていない。





22(21.2%)

（３）ＰＣを使用している場合、それはどのようなものですか。

　・ＯＳ：

　・使用ソフト：
（４）ＰＣ活用に当たり工夫していること（　　）
（５）ＰＣ操作やソフトの使い方はどちらの機関や団体で勉強しましたか

ア　自力






57(54.8%)

イ　施設（その名称：　）




43(41.3%)

ウ　団体（その名称：　）




12(11.5%)

エ　その他（　　）





19(18.3%)

１１　雇用助成制度を知っていますか。また活用したことがありますか。

ア　知っている






75(72.1%)

　・活用したことがある（種類：　）



19(18.3%)

　・活用したことがない





42(40.4%)イ　知らない







23(22.1%)

12　職場における研修についてお聞きします。
（１）他の社員と同じように研修を受けていますか。

ア　はい

61(58.7%)

イ　いいえ

34(32.7%)
（２）研修は、あなたの特性を考慮した配慮がなされていますか。

ア　はい（内容：　）
29(27.9%)

イ　いいえ

53(51.0%)
（３）ハンディー克服の訓練は、会社の研修と言う形で行われていますか。

ア　はい（内容：　）
12(11.5%)

イ　いいえ

80(76.9%)
１３　職域の拡大に役立つ資格取得について雇用側の特別な配慮がありましたか。

ア　配慮があった

17(16.3%)

イ　特にない


76(73.1%)

１４　あなたの勤務先の障害者雇用への取組みについてお尋ねします。

（１）視覚障害について理解はありますか。


ア　ある


47(45.2%)

イ　ない


17(16.3%)

ウ　わからない


35(33.7%)

（２）視覚障害者は他に雇用されていますか。

ア　いる（人数：　人）

48(46.2%)

イ　いない


40(38.5%)

ウ　わからない


11(10.6%)

（３）障害者雇用の方式は次のどれですか。

ア　特例子会社


6(5.8%)

イ　通常の雇用


87(83.7%)

（４）雇用率は達成していると思いますか。

ア　達成していると思う

31(29.8%)

イ　達成していないと思う
37(35.6%)

ウ　わからない


29(27.9%)

１５　あなたが家族から受けた支援はなんですか。複数回答も可。

ア　仕事関係の支援

20(19.2%)

イ　日常生活の支援

73(70.2%)

ウ　外出時の支援

57(54.8%)

エ　心理的な支援

57(54.8%)

オ　経済的な支援

18(17.3%)

カ　その他（　　）

5(4.8%)

キ　受けなかった

9(8.7%]

１６　就労にあたり、あなた自身の体験を踏まえて、後に続く視覚障害者のために是非伝えておきたいメッセージをお書きください。

　以下の中から重要だと思う事項について、それぞれ２００字以内でお書きください。（複数回答歓迎）

（１）個人的努力に関すること

（２）職場との関係に関すること

（３）行政への要望に関すること

（４）医療関係に関すること

（５）訓練関係に関すること

（６）その他
　１７　あなたから他の方へのアドバイスの可否についてお尋ねします。

　あなたの体験は他の障害者にたいへん参考になることが考えられます。もし、あなたの体験に関心を持った方が直接あなたの話を聞きたいと希望した場合、それに応じていただけますか。問い合わせがあった場合には、タートルの会の事務局が仲介することとし、あなたの同意が得られた場合に限って、あなたから他の方へのアドバイスの可否についてお尋ねします

ア　応じてもよい

イ　応じられない

質問はここまでです。

ご協力ありがとうございました。

（副会長：松坂治男）
Ⅳ　メッセージが伝えるもの

　今回のアンケート調査に当たっては、「個人的努力に関すること」、「職場との関係に関すること」、「行政への要望に関すること」、「医療関係に関すること」、「訓練関係に関すること」、「その他」の６項目を設定して、自由に記述回答をしてもらいました。その結果、この６項目の中では、「個人的努力に関すること」と「職場との関係に関すること」への回答率が高く、内容的には視覚障害者が働こうとするとき、どこに居住していようと、どのような会社などに雇用されていようと、思うこと・苦悩することには、相通じることが端的に読み取れます。また、それぞれの回答数は、未回答者もあったり複数回答になっていたものもあったりしたので、回答者数１０４とは一致しないことを付け加えておきます。

　以下はそれらの共通事項ごとに分析集約した結果ですが、取りまとめにあたり分類事項が多くなったものは上位５位までを、少ないものはそのままをご紹介し、そして、どのような言葉が結語的に多用されていたか、それらの単語をピックアップしてご紹介します。

１．個人的努力に関することでは、①スキルアップ(２８　＝　２６％)、②積極的挑戦心（２１　＝　２０％）、③人間関係（１２　＝　１１％）、④障害の受容（１２　＝　１１％）、⑤情報収集（１１　＝　１０％）と、自らを叱咤激励するものや周囲への気配りが上位を占めています。

２．職場との関係に関することでは、①良好なコミュニケーション（３７　＝　３６％）、②人間関係（３０　＝　２９．４％）、③責任感・積極性（２１　＝　２０．６％）、④いやがらせ対策（５　＝　４．９％）、⑤リハビリテーションの制度化（３　＝　２．９％）と、職場内にあって周囲への気配りに大変気づかっていることが感じられることと、リハビリテーションの必要性が顔出ししていることは注目されます。

３．行政への要望に関することでは、①視覚障害者雇用拡大に配慮施策（２３　＝　４７％）、②窓口に対する苦言・提言（１6 　＝　３２．７％）、③助成制度運用範囲拡大（５　＝　１０．２％）、④行政への不満（５　＝　１０．２％）と、視覚障害者の雇用に対する抜本的な施策がないこと、ハローワークや福祉事務所の勉強不足による対応のまずさなどへの不満感を訴えているようにも思えます。

４．医療関係に関することでは、①キュアからケアへ・連携（２４　＝　６７％）、②医療機関への不信感（９　＝　２５％）、③定期検診（３　＝　８．３％）と、キュアからケアへ・連携の重要性に集中していることは、医療機関に対しロービジョンケアの役割への期待感があるものと注目されます。

５．訓練関係に関することでは、①訓練施設・制度に対する要望（２１　＝　４４％）、②実態に即応した訓練（１１　＝　２３％）、③訓練の重要性（８　＝　１６％）、④訓練受講上の目的意識（５　＝　１０．４％）、⑤社会適応訓練（３　＝　６．２％）と、リハビリテーションを受講したいが場所的、時間的な制約から受講が困難なため改善してほしいことと、実務に即応した訓練の実施が望まれているように思われます。

６．その他では、①人脈（１０　＝　４５％）、②団体の役割・連携（６　＝　２７％）、③前向き思考（５　＝　２２．７％）、④データベース化への評価（１　＝　４％）と、回答数は少ないですが、行政などからは期待するような的確な情報が得られないためやむなく自ら人脈をつくることで各種情報の収集を図ろうとする意図が読み取れます。

　ちなみに、自由記述欄の中で結語に多用されていた単語を単純にピックアップした上位１０位までをご紹介しますと、

①努力　２８、②人間関係　２１、③積極性　２０、④コミュニケーション　１６、⑤情報　１３、⑥行政窓口勉強不足　１０、⑦できることできないこと　９、⑧理解　９、⑨スキルアップ　８、⑩礼儀　６、のように数えられました。

　この１０のうち８つは、自分自身にかかる内部的な言葉で埋め尽くされております。残る２つが外部要因的なものと捉えられますが、「行政窓口の勉強不足」という言葉が顔を出していることについては、行政への期待感が強い反面、期待はずれ感がにじみ出ているのではないかと注目しております。

　そして、１位の「努力」に関しては、５位の「情報」、９位の「スキルアップ」は努力なしには為し得ないことを推測するとき、努力が突出していることにお気づきのことと思います。まさに、働けるための努力なら苦労は惜しまないという視覚障害者の情熱的な意気込みと同時に、意欲の一端を垣間見ることができると思います。

【自由記述回答】
（１）個人的努力に関すること

●あきらめずに、情報収集を行い、いろんな人と相談し、目標を決め、それに向かって努力すること。

●自分からは、絶対に退職しないこと。相談し、よく話し合うこと。

●いろいろな手続きに関する書類は、とても読んだり書いたりするのに時間がかかるので、早めの行動が大事。

●自分の病気を知るために、定期的に受診したほうがよい。そこから新しい情報も得られることが多い。

●日常生活訓練は、これからの生活にとても大切であり、特に歩行訓練は、無事故で通勤するために絶対に必要。

●家族や社会の理解を得るには自身が一歩踏み出して積極的になることが必須。IT技術で情報障害を軽減することと歩行訓練が自身の障害克服のリハビリだと考える。事務職でなくてもワード、エクセル、インターネットのスキルは必須。

●視覚障害のリハビリテーションが広く研究されて、もっとその内容の充実、発展を期待。

●仕事をしながら訓練や講習を受けることは日程的に大変。理由をこじつけてでも参加できるものはないかとアンテナを高くしておくこと。

●あせらず、あきらめず、無理はしないこと。体調は視力に非常に影響する。仕事は手を抜けないが、主婦業で大いに手を抜いている。

●パソコン学習、歩行訓練は専門施設、訓練所を通じて修得すること。

●周囲との人間関係は良好にすることは当然であるが、決定権を持つキーパーソンには自分の考え、能力など理解してもらうような信頼関係の構築が必要。

●定期的な検診を受け、目の症状を常に把握し、他の病気を早期に発見するよう努める。例えば、白内障、糖尿病網膜症など。

●視覚障害者にどのような仕事を割り当てるかは企業側もあれこれ試行錯誤する。障害がなくても適性があるから当たり前。人事制度上ゆっくりしか変わっていけないが、自分の希望をしっかり伝えながら自分が高いモチベーションがもて、やりたい方向に進んでいくことが、最終的には会社と自分にとってプラスになるのだと自分自身考えながら行動すること。

●現在の職場ではITの活用ができるかが重要。会社で使われているシステムをどのようにすればうまく使えるかを自分で考えて対処していくくらいの技術が求められる。これらを企業の中に入って手ほどきするような事業所はまだ少ないし、企業のシステム部門は当てにできないのが現状だから。

●アンテナをはりめぐらせ、いろいろな情報を収集し、自分に必要なものをピックアップして活用すること。興味があることには積極的に参加して、何か一つでも得ることが大切。

●「数は力なり」という言葉がある。いろいろな要望も個人で行うより、団体で出すほうが有効。それを実行するには、その団体の意識改革が必要、仲間づくりが大切。

●前向きに情報入手に努める。入手した情報を実践し、自らのスキルアップに役立てる。

●職場の晴眼者から遊離しないように、相互の特技、ニュースなど話題を提供し合い日ごろから協力関係を深める。

●仕事以外の、アフターファイブとか、各種行事に積極的に参加したり、場合によっては自ら企画者になる。

●できること、できないことを素直に周りの者に伝える。

●積極性、明朗闊達、前向き、率直性は必須。

●「和」をモットーに良好な人間関係構築のため、挨拶、返事、感謝、失敗など、快活におこなう。黙殺しない。

●けんかしない、仲良くやる。

●自らが困っている状況を包み隠すことなく話し、必要な補助機器などについても気軽に上司や仲間に相談する。

●責任感、研究心挑戦心、、積極性などは、社会人として必須要件。

●勉強すること。思考力には障害（制限）がないので多くの知識を吸収し、多くのことを考えること。そうすれば、何か出来ないことにぶつかったときでも周囲は「理解力がないから」とか「努力が足りないから」とはとらず、単に「見えてないから」と判断して、その部分をサポートしてくれる。

●自分に厳しく、他人に寛大であること。

●楽観的であること。物事はよい面と悪い面が裏返しなので、なるべくいいほうに目を向けること。そのほうが人に受け入れられやすく、人間関係がうまくいく。

●「見える」人にとっての世界（ニーズ）がどういうものかを理解すること。「見える」世界で働いているので、企画提案をするためには、どう見えているのかを知る必要がある。そのためにはある状況について複数の人から「見え方」の情報を得て、偏らない平均的なイメージを持つことが大事。おのずと見え方を理論的に分析するようになるので、漠然と見ている人より的確な意見が言える場面も増える。

●人付き合いをよくし、ヘルプを求めるときは、なるべく負担が軽くてすむ人を選ぶ。特定の仲良しさんだけを頼ると相手の負担が大きくなるので、なるべく多くの人に少しずつ助けてもらう。西に用事があるときは、西についでがある人に頼むのが一番よい。

●愚痴や泣き言は言わず、何をしてほしいのかを具体的に伝える。

●相手を見て相談する。以前仕事を辞めようかと迷ったとき、それを安易に周囲の人に漏らして大騒ぎとなった。継続を主張する人も、転職を勧める人もいたが、それぞれに自分のことを考えてくれた上での意見だったので混乱した。まずは自分の意思を決めて、それをサポートしてくれる人に相談すべし。

●職場で大切なこと、それは人と積極的に話すということ。電話がかかってきたら積極的に応対するよう努めるとか、廊下などですれ違った人とは必ず挨拶をすること。この２つを励行するよう心がけている。きちんとできているかは自信はないが、人と話す習慣を身に付けていれば、上司や同僚とのコミュニケーションも取り安くなる。このことで、より円滑な業務遂行ができる。自分の業務はもちろん大切、が企業においては人と関わることも大事な仕事。

●障害を受けた当初は何をしていいかわからないので、積極的に専門機関に出向き情報収集をすることから始める。

●当たり前のことは当たり前にこなすこと。時間を守る、挨拶をするなど。それから、できないことにはこだわらず、できることにはなんでも取り組んでみること。

●多少理不尽だと感じることがあったとしても、自分の視野だけで物事を考えたりはしないこと。自分の果たすべき責任が何かを考えて、的確に遂行すること。
●現職に固執するがあまり、自らのプライドや健康や家族を失わないように気をつけてほしい。公務員を退職して収入が半減した我が家でも、家庭に笑顔と明るさを取り戻すことができた。

●復帰する意志を強く持ち、通勤手段などを含めた、復帰後の環境に対応できる体力をつけること。

●各部署、各人との人間関係を円滑にし、自分にない力は、謙虚に借りること。

●私の場合は行政との直接の接触がなかったが、さまざまの行政サービス、法規に関する学習の必要性を感ずる。

●情報については人的ネットワークから得られることが多い。特殊なことも多いので何かあれば相談できる様々な機関や人とのかかわりを大切にすることが自分を助けていくことにつながる。うまくいかないことも多々あるかもしれないが、私たちにしかできない役割もたくさんあるので前向きに自分らしく進んでいくことが大切。

●職場が何かやってくれる、周囲が気づいてくれると受身になってはいけない。自分から積極的に周囲に対して視覚障害への理解を広げていく努力が必要。周囲といかに円滑にコミュニケーションをとっていけるか、どれだけ多くの人に自分のことを知ってもらえるかでスムーズなサポートが受けられる環境をつくることになり、そのうち徐々に仕事の幅を広げていけることになる。

●他人の何倍も努力することが必要。理想は同じ努力で同じ結果・評価が与えられるべきだが，現実はそうでない。同じ結果を得るためには多くの努力が必要だと認識すべし。

●要望，要求はきちんと伝えるべきだが，その主張が相手に伝わるように，方法を考えるべし。ある意味，演技力が必要。よい人柄を演出することが必要。

●仕事が決まるまでには、長い道のりを要する。興味のある研修や講演、催しなどに積極的に出ること。回り道をしているようでも決して無駄なことはない。持久戦で焦らずがんばること。

●周りの方々とのコミュニケーションによって、自分の思いが伝わりやすい環境作りを心がけることが大切。

●個人的には、様々な矛盾を感じているのが正直なところ。その都度、発信し提起していくことから始めることが大切。それによって、自分のニーズはもとより他の方にも満たされるのではないか。仕事面では、利用者の代弁機関として役に立つように心がけたい。

●働き続けたいという強い意欲を持ち続けてほしい。
●大勢の仲間がいる、たくさんの施設や団体がある、それらに積極的にアプローチ、活用してほしい、

●こんなことまで出来るの？先輩の努力で驚くほど支援技術・ボランティアも整っている、そのことを知ってほしい、そして努力すればかなりのことができるようになることをわかってほしい。

●これだけ貢献できるということを示せるよう努力したい。

●現在の仕事が技術を勉強しても全く貢献できないようであれば社内で役に立てる仕事を探してほしい。何かあるはずだ。

●上司によって大きく左右される。つらいときは我慢するしかない。（会社を辞めると言ったら、それでおしまい。）。
●リハビリ訓練を受ける場合は、その施設の人や自治体の福祉施設の人にも会社に来訪してもらい、上司や責任者と面談、理解を深めてもらうとよい。

●インターネットなどを活用して、自分で勉強できることをする。

●よく話し合って、言いたいことは話しておく。

●やりたいことはちゃんと伝えておき、日常生活は楽しく過ごすこと。

●現在仕事を行う上で英語を毎日活用している。英検１級の資格を持つ。英語に限らず、すべての努力は報われるわけではないが、興味を持ったことをとことん探求することは大事。

●視覚障害が重くなってきた頃、会社にて直属の上司による不当な扱いを受けどうしたらいいのか途方に暮れたことがある。幸運にも社内の保健婦の方に相談でき、明るい光が望めるようになった。直属の上司の上役の方、保健婦の方の理解を得て、一転して心強くなり気持ちが楽になった。

●視覚障害者となったからには、むしろ積極的に視覚障害者の世界に飛び込み、視覚障害者の実状を知る努力をすること。

●全盲あるいはそれに近い人には点字は必須。

●何事においても、人間関係が大切。相手を変えようとすれば、自分も変わる努力をすべし。

●休職期間中は、職場との関係が疎遠にならないようにすること。

●職場、労働組合も含めて、行事には可能な限り参加しよう。

●人脈はかけがえのない財産なので、日頃から自分自身も何かにおいて頼られるような存在になるよう努力しよう。家族同士の交流をしよう。

●障害者は、周囲の人達からたくさんの助けを受けながら社会生活を営んでいるが、大いに甘え上手であってよいと思う。やろうとしても無理なことは無理なのである。だから、自分のなすべき努力を怠ってもよいということではない。障害者でも、自分の得意分野を模索しながら、ナンバーワンではなくオンリーワンを目指そうという気持ちを持ち続け、それに向かって努力することが大切なのではないだろうか

●復職した当時、職場の人達は私が中途視覚障害者になる前から知っていた人がほとんどであり、私の視力が弱視の状態であることが釈然としなかったようである。しかしながら、月日がたつうち理解を示してくれ、とても気遣ってくれるようになった。これは、復職した最初に、私が障害の状態を赤裸々に言ったことにより真摯に受けとめてくれたのではないだろうかと感謝しているこの頃である。

●基本的に個人的努力が周りの人の理解なども得られることにつながる。制度などの不備をいうより、自分という人間の魅力を出すことが重要と考える。

●補助機器や周囲の人たちの支援を活用して効率的に仕事をしていける態勢を整えて維持していくことが大切。

●障害の受容ができれば、それで十分。

●上司や同僚に対し、サポートに感謝する気持ちが大切。

●復職に対してはまず自身の障害の内容と程度から自分ができることとできないことを見極めることが大切であり、その範囲でまずはそれまで培われてきた能力を生かせることから目標を定めて焦らず弛まずに努力することが大切であろう。そして、仕事の内容で従来と大きな転換を求められても自分の人生観は決して揺るぎないことを自信にして前進することが大切だと思われる。

●職場ではなるべく笑顔を絶やさずに人と接して、受けた援助に対しては感謝の気持ちを明らかにすることが大切であるが、一方、仕事の内容で自分が職場に役立っていると自信が持てることは積極的にアピールして職場での地位を確立することが大切である。ただ、そのためにたった一度の失敗ですべての信頼を失うことのないように注意を怠らないことが重要である。

●就職するためには、1年くらいはしっかりと訓練を受け、また個人的にも努力をすることが必要。

●他の人が当たり前にやっていることが私にはできず悩むことがある。たぶん周りの人たちは何も思ってはいないのだと思うが、変に気遣いされるとよけいつらかったりする。他の人と同じようにできないのなら、自分にしかできないことを身に付けることで、自分の存在意義を確認していきたいと思っている。

●自分の思いや考えを相手によく伝え、相手の思いや考えをよく汲み取る力をつけること。

●同僚と飲食を共にしたり、観劇・スポーツなどレクリェーションを楽しむようにすること。

●パソコンのブラインドタッチをマスターし、ショートカットキーを活用してマウスを使わないことに努め、ワード、エクセルも使えるあたりまで、パワーポイントやアクセスも活用できるよう努力することを勧めたい。

●分け隔てなく、職場の仲間と付き合いをすること。苦手な相手も、この辺がキーになる。労働組合の方とも親しくなっておくこと。

●中途失明に陥った方はどのように将来の設計を立てていけばいいのか、もっと学習すべきかと思う。適切な進路を決めるのは本人、あまりにも情報不足かと思う。

●中途で視覚障害になったからといって、安易にあきらめることでなく、自分自身が、社会に貢献できることは、きっとあるはず。

●語学を含め、幅広い教養を身につけると同時に、専門的な知識や技能を習得するよう努め、自分の得意分野をもつこと。
●職場内で相談にのってくれる友人や先輩をつくるように努めること。労働組合がある場合には、これに加入して自分の立場を同僚に理解してもらうようにすること。
●雇用支援制度一般については、視覚障害当事者団体などによる行政交渉が有効な場合があることから、個人の立場で、そのようなコンタクトをもっておく必要があると思う。
●パソコンをはじめとする基本的な視覚障害者用情報補償機器の利用技能を習得することと、就職後もその向上（updating）に努めること。

●職場での悩みを気軽に聞いてくれる職場外の友人や先輩とのつきあいを大切にすること。

●周囲の人の支援を受けられやすい性格になること。

●自分の置かれた立場をよく理解し、余計なことは言わない。

●私は盲学校で小学部から15年間生活してきた。大学も含めて社会で目の見える人たちとどのようにつき合っていったらよいか大変苦労した。極端にいえば他の国の方々とつき合うようなものに思えた。盲学校で長い間過ごさざるをえない方にはこのギャップを乗り越える努力を望みたい。盲学校の在学の内から普通校との交流が必要であり、社会に出ていく自信を付けさせたい。しかし、社会になじんでいく力だけでなく、きちんと自分の立場を主張できるような障害についての教育も必要である。中途視覚障害者の場合は、タートルの会のような仲間集団との交流により障害の受容の促進が必要と思う。

●パソコンの技術の取得など基本的な訓練の他に、盲学校など新卒者の場合は以下の訓練が就職事前訓練としてあったらよいのではないか。①男女とも装いに関するトレーニング。②目の見える方と仕事を進めていく上での礼儀作法など。
●積極的に情報を集めること、働きたいという意志を強く持つこと、人との繋がりを広げること。

●人間関係を密にすること、管理職に毅然と意見を述べること、規則や制度を鵜呑みにして従わないこと。

●コミュニケーションを密にして、多少あつかましく接する。

●障害を負ってしまうと、どうしても受け身なネガティブな考え方になりがちであるが、パソコンを使いさえすれば出来ることも多くなるので、常に前向きなポジティブな考えを持って何事にも当たっていっていただきたい。採用面接会などでも、いかに元気に、勢いよく席につくか、こんなささいなことで結果が変わってくる。

●今まで普通に出来たことが出来なくなる、どうしても「見えない」ということを隠しがちであるが、やはり、出来ること出来ないことをはっきりさせ、それを少しでも早く周りに理解してもらうことが重要。一人で悩んでいたことが、意外にあっさり解決することもある。

●「障害受容」との付き合い方に合わせた目標設定、マイルストーンの引き方に工夫あり。

●何ができる/できない、やれる/やれない、のみならず、「できるために、やれるために」必要要件を洗い出せる、かつ周りに伝播できる課題抽出能力やコミュニケーションスキル、そして客観的自己認知力。

●信頼できる人間関係と最低限の事務的スキルの習得ができれば、培ったキャリアを活かした仕事を継続することは基本的に可能だと思う。だが、壁は厚い。

●「スクリーンリーダー」等の活用により職能や生活の質の向上が飛躍的に向上することについて、医療・保健・福祉・教育・雇用関係者等に正確に認識してほしい。つまり、私たちはこのことをこれらの人たちに対しもっともっと正しく認識してもらう努力をする必要がありそうだ。

●自分のできるボランティアや趣味を通して、いつでも連絡ができる仲間や協力者の人脈を作る。

●同僚に教えることができる専門知識を身につけて、自分の居場所を確保する。

●マウスを使わずに化学構造式を書く方法について、約８年近く試行錯誤した結果、現在は触覚ディスプレイとＬＡＴｅｘのプログラムを併用し、一応ある程度満足できる状況になった。

●出来る事と出来ない事を早く受容し、前向きに行動する。

●業務の成果が一般の人より劣るが、それは仕方がないとあきらめ、職場の中で、これだけは負けないという業務を作るとよいと思う。

●できることを精一杯にやること。

●付き合いのよいこと。周囲の人を大切にすること。

●「努力」ではないと思うが、自分に何ができるか、その中で何ができるかを積極的な姿勢で捉えることは大事ではないか？

●ハンディを持って仕事をすることや視覚障害を理解してもらうために積極的なアピールが大事だが、それと同時に、ハンディを持った私と一緒に仕事をしている健常者のことも理解しようと努めることも大事だと思う。

●約３年間事務職を経験した結果、重度視覚障害者が一般企業で生き残っていくためには下記の５つの能力が必要不可欠だと痛感した。

か ＝ 漢字の知識

き ＝ 聞く力（コミュニケーションスキル、視覚障害の補償）

く ＝ 工夫　訓練

け ＝ データ検索能力

こ ＝ 根気

●過剰に自分を良く見せようとしすぎず、自然体でいることが長続きの秘訣。晴眼者の前では特に、必要以上に社交的に振舞っていた時期もあったが、メッキはいとも簡単に剥がれた。

●あまり晴眼者の援助に期待せず、自力で考え問題を解決できる習慣を身に付けよう。

●目を近づけて作業をしていたり、特殊な環境で作業をしているくらいでは、誰も特別な関心を寄せてはくれない。お洒落に気を配る、教養を高める、多彩な趣味を楽しむetc人間的魅力に磨きをかけよう。

●私は25歳のときに失明した。失明前は健常者だった。退院の直後から、１年間の生活訓練で職業訓練に必要な能力を習得した（点字、白杖歩行、身辺処理、調理、パソコン、オプタコンなど）。それに続く２年間の職業訓練(情報処理)でも、出来るかぎり自分に負荷をかけた。私が就職できたのは幸運だったからだと思う。能力があっても、就職は保証されていないが、能力がなければ幸運な機会を逃すだろう。

●仕事に関して、できるだけスキルアップを目指すことが大切。一方、どうしてもできないことは、できないこととして理解してもらうよう努めることも必要。

●基本的には、人間関係が大事。それから、ケースにもよるが、少々つらいことがあってもしっかり仕事を続けることが大切、そうすれば、何年か経てば、その人がいて当たり前となるのではないか。

●努力が一番大切。しかし、考える、議論するなどの努力はあまり効果がない。体を動かす、行動する努力が大事。また、万が一視覚障害当事者としての意見を求められた時にしっかりした回答ができるように、日常から情報収集に努めておくと、思わぬ幸運が転がり込む可能性がある。これだけは、健常者には真似できない。

●まずは、与えられた仕事が小さな仕事でも、それをきちんとこなして仕事ができることを証明するのが第一歩。そうしながら、日々自己研鑚を続けていれば、少しずつ大きな仕事が回ってくるようになる。

●とにかく行動する。人に言われたことをそのままやるだけではダメ。考えているだけで何も行動しないのはさらにＮＧ。

●自分から提案する。受身はＮＧ。

●点字の読み書き、白杖歩行、パソコン操作(ワード、エクセル、メール、インターネットエクスプローラーなど)は必須。特にスクリーンリーダーは職場にもよるがジョーズは是非とも習得しておきたいソフト。職場で共通に利用されているソフトには他のスクリーンリーダーでは対応できないものが多いので、マウスでないと操作できないものもあるため。

●何はともあれ人間関係。出来るだけ明るく、常に挨拶を忘れないこと。人間関係が良好であればかなりの部分を補ってもらえる。求めるのではなく雑用であれ、掃除であれ、自分の出来ることを探すこと。

●離職を考えず、継続雇用を前提にして、交渉すべし。

●文字が読めなかったり、書けなかったりすることはあっても、点字で書き留めたり、パソコンで調べたりして、自分のできることを増やし、職場に必要な人材になるよう努力すること。

●労働組合や職場の仲間とできるだけ関わりを持つよう、より意識的に取り組むようにすること。

●勤め続けるためには、何より人間関係が大切。職場の仲間はもとより、視覚障害者団体、サークルなどの仲間とも積極的に関わっていくように、私はしている。

●弱視の場合、就職することが目的となると、就職後苦労する。まず、自分は何をやりたいのか、多少時間がかかってもじっくり考えてから行動すべきと考える。また、自分自身を客観的に見つめてみることも大切。就職後については、現実にひるむことなく、積極的に組織と関っていくことが大切。

●大企業の場合、就職後においては、人事は機能しないと心がけるべし。会社としての考え方をもとに人事も動いているため、人事部の考え方を変えることは困難と考える。配属部署や他部署とのかかわりを積極的にもつようにすべし。

●資格取得と、コミュニケーション能力の向上が大切。心の中まで盲人にならないこと。

●周りが忙しそうにしているかいないかを肌で感じ、サポートを受けたいときにはそのタイミングをうまくつかめるようになる能力の獲得が必要。

●身体面では、自分の視力、見え方の特性を知り、第三者にきちんと説明できるよう整理しておく。そして、自分一人でできること、できないことを明確にしておく。目以外に悪いところがあれば、それも説明しておく。反対に、アピールできるところも把握しておく。

●環境面では、物品の配置を一定にしておく。初めての場所や室内は、できるだけ特徴を把握しておく。自分流のメモ、ノートを作成しておく。

●精神面では、自分の感情を受け入れ、できるだけポジティブシンキングを心がける。

●仕事上使用する物品の特徴を把握し、使い方をマスターする。確認の際は、触感、形、聴覚、嗅覚、色などをフルに活用する。木を見て森を見ずにならないように、物事をフォーカスしながら、全体を見る習慣をつける。二重、三重の確認をし、仕事をする以上、甘えは禁物。確実な仕事で信用を得る。

●「色変」（網膜色素変性）の症状が急速に進行し、やむなく３０余年勤務した会社を退職。れっきとした視覚障害者世界に入って感じたのは、「保護が当たり前の社会」。保護の必要性は認めるが、保護法から自立支援法に変わった今、必要なのは不安や甘えを超えて、人やものに触れる努力や学ぶ努力が大切。

●ユニバーサルデザインが実現したときには、一般の人と同じラインに立つ。その時のためにも、様々な分野での「自己への投資」が必要不可欠。

●特殊な機器やソフト、点字ディスプレイやスクリーンリーダー、拡大ソフトなどを仕事に使っている場合、その最新情報は逃さないようにこまめに情報を集めよう。また、なるたけ多くの機能を使いこなすよう努力しよう。情報を多く持っている仲間を増やそう。

●とりあえず上司に何でも相談しよう。迷惑だと思われることがあっても、無理にでも自分の意思や思いを伝えよう。同じ部署の人になるたけ多く支援してくれるよう頼もう。はじめはぎこちなくても、そのうち自然に支援してくれる体制ができる。

●目先の就職にとらわれず、時間をかけてもいい職場へ就職できるよう、気持ちを大きく持って就職活動を重ねてほしい。

●できないことは、はっきりと無理であることを伝えること。無理に引き受けると仕事のミスの元になり、自分自身もつらくなる。

●積極的に発言すること（周囲に気を遣わせてしまうので）。
●話のできる人間関係を作ること（とりわけ探し物）。

●通勤途中の歩行路の安全確保。
●視力維持のためのサポート。
●個人の努力はとても大切。円滑に職務を遂行するためには職場の人の援助を必要に応じて依頼しつつ、同時に自助努力をおしまず働きたいという意欲を周りにアピールすること。

●職場環境などについて要望があれば上司や上役に相談するのがよいと思う。仕事に必要な機器や配慮については率直に話をするほうが実現の可能性はある。

●再就職活動について、ただでさえ障害者まして視覚障害者は難しいというより、敬遠されていると実感。50歳代ということもあり、今の会社に就職するまで３年掛かった。結果として、私の目の状態と仕事ぶり（というより性格だと思う）をよく知っている、同業の前勤務先の仕事仲間からの紹介。礼儀と挨拶だけは、下手でも一貫して通してきたつもり。それと、建築という同じ畑を30年間歩んできた実績も要因。大事なことは、謙虚さと、目の状態なりの仕事に対する前向きな姿勢。

●再就職の会社では、もちろん知り合いはなく、ややもすると自分だけ浮く、というより孤立するような心配はあった。それでなくとも、障害者で白杖を突いてる様は、全盲者と思われ気の毒さも相まって、対応の仕方がわからない、といった状態。そんな中、私は大した用がなくても総務課や設計部、土木部などを白杖を持って通過する。当然、気遣いで声が掛かりコミニケーションのきっかけになり、自分の存在アピールと理解にも繋がる。

●いろいろな情報を得て、何かしら売りとなるものを複数身に付けたほうがよい。歩行（通勤）、食事など必要最低限なことは予め伝えて、気がかりを取り除いてもらう。

●文書（報告）だけではなく、人事に関わる者が当事者と話をして状況を確認する必要があるかと思う。

●何があっても会社を休まない強さと根性をつける。

●自分から周りの人に話しかけて、仲間を作る努力をする。決して自分の殻に閉じこもらない。

●なぜ仕事に就くのか、その仕事が自分や家族にとってどういう意味をもたらすのかなど、モチベーションを明確にすることで目標も定まり、やる気を持続させている。

●人間関係においては、相手が視覚障害を理解できていないという事を、まず自分が理解する。

●バリアを取り除くためには、まず私自身が適応しようと努力していることを伝えることで、そこにバリアが有ることを理解させる。

●視覚障害者になって、会社を休職し、日常生活訓練を経て、あはきの勉強をすることを経営者に手紙で伝え、休職手当が出ると、毎月毎月、お礼状を経営者に出した。

●中途の場合に特に重要なのは情報。特に進行性の場合は、できるだけ早くタートルの会などから情報をもらって対策を進めていくことが大切。情報を自分で収集した上で必要なことを会社に相談することがよい。

●「急がば回れ」という格言にもあるように、人よりも時間が掛かる場合にも諦めずに粘り強くチャレンジすることが大切。

●リーディングサービスなど周囲の人の助けを借りることが可能なら感謝の気持ちを忘れずにお願いしよう。

●上司、同僚への心配りを大切にしながら、自分の要求をきちんと伝え理解してもらうように努めること。ただし、わがままにならないよう気をつけよう。

●まず自分の障害について、信頼できる主治医を見つけ、自分の症状をきちんと伝えること。大病院での移動や会計、処方箋受付などについては、看護師の方に誘導をお願いするようにしよう。恥ずかしがって声を掛けず自分で頑張ると時間が掛かり、風邪をもらってしまう。

●復職される方は、復職時に環境整備が必要であることを職場に理解してもらおう。ちなみに私の場合は、職業訓練中に人事担当の方に訓練の様子を見に来てもらった。

●スキルアップは自助努力が不可欠。

●喧嘩しないで仲良くすること。大いに飲むこと。

●何らかの技術を身につけて就職するのだが、実際の職場では、それだけではないものを必ずといっていいほど求められる。自分のできることと努力してもできないことは早めにはっきりさせて、周囲の人の理解を得ることが大切。要求された仕事が努力してできそうなものであれば、常に創意工夫して自分に合ったやり方を見つけていこう。努力していればそれを見ている人が必ずいるはず。

●私の場合は、職場で新しい仕事を求められたときに適宜適切な訓練を行うようにしていた。そういう施設とのパイプはつくっておく、または保っておくことを勧めたい。

●就職すると、自分１人では解決できない事態がどんな優秀な人でも必ず起きる。そんなときに問題を解決するためには周囲の人の助けが必要になる。普段から人間関係には気を配っておかないと、いざ問題が起こったときに自分一人で解決しなくてはならなくなる。依頼された仕事はもちろん失敗せずにこなすことが大切。視覚に障害があるがゆえの失敗はあるもの。たとえ失敗してもそのフォロー次第で、その後の職場環境が良くも悪くもなる。

●特に中途の場合についてだが、だれのせいでもない、たまたま障害を得るに至ってしまった、その上で、でもできるだけ努力してみようという心理、モーションに移れるかどうかがポイントだと思う。

●必要以上に卑屈になったり、何事にもネガティブな行動、意識の人に対して、障害があろうとなかろうと職場、社会はそうそう受け入れてはくれないのは当然ではないのだろうか。

●たまたま自分は障害者になってしまったが、これも運命、耐えるところは耐え、主張するところは主張する、そのかわりやれるところはできるだけ努力する、努めて明るく前向きに生きる、そういった気持ちになれれば何事においても楽しくやっていけるのではないだろうか。

●一番戒めなければならないのは、よきにつけ悪しきにつけ、自分は特別な存在と思ってしまったりすることが危険だと思う。とにかくナチュラルにマイペースに取組むことではないかと思う。

●まずは人間関係を第一にということではないだろうか。どんなに突っ張ったところで、視覚障害ゆえにできない、できても健常な人に比べて効率が悪いということはある。それをどうこう悩んだり悲観したりしてもはじまらない。

●自分が会社や組織において何ができるのかを考え、できることがなんであれシコシコとやりつづけることではないかと思う。なにができるということよりも、自分の〝居場所〟を見つけること、それが大事だとも思う。

●みんな見ていないようでちゃんと見ている、ちゃんと努力していれば、協力、理解してくれる人はどこにでもいるものだ。そういった一つ一つを大事に積み重ねていくことが最も大事なことではないだろうか。

●人間味であっても、知識であってもいいのだが、人と対等につきあえる得意な分野を持つことが大切。要するに自分らしさを確立すること、認識することが大切。

●職場が仕事を与えてくれるわけではない。自分で仕事を獲得するのである。たとえ人の手伝いであっても、自分で出来そうなことは「それは、私がやる。」というふうにしてでも仕事を取り込み、自分の領分を獲得していくことが重要。人間関係もそのひとつ。

●就職活動について。私は54歳にして初めて再就職活動をすることとなった。当初は健常者として、途中から身障者として。不況の中、中年男性が就職先を見つけるのは大変。就職活動はそれが仕事との話をある就職セミナーで聞き、その認識に基づいて行動した。応募件数は100件を優に超した。結果としては身障者としての活動のほうが楽だった。真剣に活動すれば必ず何かが得られる。

●目が多少悪くても頭が悪いわけではない。協調性もある。年を食っている分、若い人と違う視点で物を見ることもできる。文章を読むのが少し遅い以外、問題ないと考える。

●音楽が好きなのでいくつかの合唱団に所属している。楽譜は本当にゆっくりしか見られないので、すべて暗譜することにしている。１時間を超すような大曲も。年を取ったから覚えられないとは言ってはいられない。反対に近年暗譜力が増してきたように思う。人とは違った何かは必要。

●最初からだめだときめつけず、まずできることから進めていこう。パソコン、点字は拾い読み程度でもいいから読めるようにしよう。

●釣るコツはあたりさわりのないようにという言葉があるが、自分の仕事継続に危険を感じたときには、フランクに自己主張しよう。

●仕事に関する法令等は、ネットや点字で用意されていること。

●とにかく前向きにやっていこう。

●まず障害を受け止めること。気持ちを切り替え、だれもが何らかの障害や病気は被ることと言い聞かせ、気持ちを前向きにして視覚障害リハビリを早期に受けることを勧めたい。人生は一度限り。せっかくこの世に「生」をうけたので人生をまっとうしよう。

●同僚ととにかく仲良くやること。上司が理解があっても現場が受け入れなければ針のむしろ。自らできることは積極的に行おう。周りよりも一歩先を予想して動くこと。そして、主張すべきところでははっきり物を言うこと。孤独を味わうことが多いので、ストレス解消のために「タートルの会」の仲間や職場以外の友人に本音を吐露することも大切。

●ビジコンなどの資格取得とその後のスキルアップに努める。他の視覚障害者にパソコン使用のサポートをする。

●あきらめずに、試行錯誤しながらやってみること、努力していることを見てくれている人がきっといる。

●あまり突っ張らずに周囲の人のことも考える余裕があればよかった。私の場合、自分の事が精一杯で、周囲の人と衝突し、気まずくなったことがある。

●健常者でも努力をする人が伸び、しない人は停滞する。視覚障害者でも同じ。障害をできないことの盾にしてはいけない。

●本人がきちんとしたモチベーションを持って訓練や仕事に取組めば、道は必ず開かれるはず。それは壁にぶつかって挫折しそうなときほど重要である。

●一つだけ言うならば、障害者が「与えられる」だけでなく、仕事をして社会に貢献するためのプログラムと仕組みを作っていただきたい。もちろん本人の自助努力が何より大切なことは言うまでもない。

●私個人としては、障害があっても働く環境を作るのは、「運動」よりも「自らを見てもらう」ことだと思っている。それは私の12年間の経験が証明してくれている。

●医療（目）、補助機器・パソコン（ソフト）、相談できる所（人）などの情報をある程度収集しておき、自分が必要になったときに活用できるようにしておくこと。仕事については、専門性を身につけられたらいいと思う。

●家庭、職場において、自分の見えにくさを、家族や職場の上司・同僚、また、友人にありのままを話すことができるようになること。そして、できること、手助けしてほしいことを明確に言えるように努力することが大切。次に、情報は、自分から取りに行くということ。多くの情報から、自分の進むべき道が選択できるのである。

●見えにくくなってきていることを、上司、同僚に、かくさず、話し合えることが重要。そのためには、常日頃からの、コミュニケーションに心がけることだ。晴眼者に、目の悪いことで生じるさまざまなことを理解してもらうには、こちらから常に情報を上司や同僚に発信するしかない。上司は何も分かってくれないというのは、こちらから、何も発信していないということである。

●訓練などにより、経験すれば多くのことができるようになることを、実際に見てもらうことが、非常に効果がある。また、多くのことができるようになると、こういう仕事ができるなどを、上司に提案するとともに、それについて、話し合うこともできるようになる。このことも、あくまで、こちらから積極的に提案していくことが重要である。

●墨字の資料はボランティアにお願いして点字や録音テープに頼んだ。

●環境や仕事のやり方について自分なりに工夫や改善をした。

●継続勤務となった後、公共職業安定所から毎月１回、来訪してもらい会社の圧力やいやがらせを牽制するようにしてもらった。

●退職する前に多くの人や機関に相談するのが復職できる一番大切な事と思う。

●全盲のPC使用について、一般企業の中で知る者はだれもおらず、困った際に助けてくれる者は皆無に等しい。だからこそすこしでも自身のPC環境、及び操作方法については詳しくなる必要がある。そこで重要となるのが良きコネクション作り。私は視覚障害者関連の情報にしっかりとアンテナを立て、自ら飛び込んでいくことで、良きサポーターや、良質な情報をくれるMLにも出会い、非常に仕事の助けになっている。

（２）職場との関係に関すること

●自分からは、絶対に退職しないこと。相談し、よく話し合うこと。

●復職される方は、復職時に環境整備が必要であることを職場に理解してもらおう。ちなみに私の場合は、職業訓練中に人事担当の方に訓練の様子を見に来てもらった。

●周囲との人間関係は良好にすることは当然であるが、決定権を持つキーパーソンには自分の考え、能力など理解してもらうような信頼関係の構築が必要。

●視覚障害者にどのような仕事を割り当てるかは企業側もあれこれ試行錯誤する。障害がなくても適性というものがあるのだから当たり前のこと。人事制度上ゆっくりしか変わっていけないかもしれないが、自分の希望をしっかり伝えながら自分が高いモチベーションがもて、やりたい方向に進んでいくことが、最終的には会社と自分にとってプラスになるのだと自分自身考えながら行動するようにしている。

●「和」をモットーに良好な人間関係構築のため、挨拶、返事、感謝、失敗など、快活におこなう。黙殺しない。

●けんかしない、仲良くやる。

●自らが困っている状況を包み隠すことなく話し、必要な補助機器などについても気軽に上司や仲間に相談する。

●責任感、研究心、挑戦心、積極性などは、社会人として必須要件。

●中途視覚障害者をかかえることになった雇用主は、当人の将来について当該者まかせにするのではなく、雇用継続を念頭にリハビリテーションを受講させるなどを社内的に制度化する。

●各部署、各人との人間関係を円滑にし、自分にない力は、謙虚に借りること。

●職場の理解が得られるのであれば、訓練施設と人事担当課の協議の下、職場復帰のカリキュラムを作成し、これに基づいた復職がはかられることを希望する。

●職場が何かやってくれる、周囲が気づいてくれると受身になってはいけない。自分から積極的に周囲に対して視覚障害への理解を広げていく努力が必要。周囲といかに円滑にコミュニケーションをとっていけるか、どれだけ多くの人に自分のことを知ってもらえるかでスムーズなサポートが受けられる環境をつくることになり、そのうち徐々に仕事の幅を広げていけることになる。

●要望，要求はきちんと伝えるべきだが，その主張が相手に伝わるように，方法を考えるべし。ある意味，演技力が必要。よい人柄を演出することが必要。

●周りの方々とのコミュニケーションによって、自分の思いが伝わりやすい環境作りを心がけることが大切ではないか。

●職場との関係も基本的には自分で切り開くしかない。

●これだけ貢献できるということを示せるよう努力したい。

●現在の仕事が技術を勉強しても全く貢献できないようであれば社内で役に立てる仕事を探してほしい。何かあるはずだ。

●上司によって大きく左右される。つらいときは我慢するしかない。（会社を辞めるといったら、それでおしまい。）

●リハビリ訓練を受ける場合は、その施設の人や自治体の福祉施設の人にも会社に来訪してもらい、上司や責任者と面談、理解を深めてもらうとよい。

●よく話し合って、言いたいことは話しておく。

●視覚障害が重くなってきた頃、会社にて直属の上司による不当な扱いを受け、どうしたらいいのか途方に暮れたことがある。幸運にも社内の保健婦の方に相談でき、明るい光が望めるようになった。直属の上司の上役の方、保健婦の方の理解を得て、一転して心強くなり気持ちが楽になったと実感した。

●休職期間中は、職場との関係が疎遠にならないようにしよう。

●職場の行事には可能な限り参加しよう。労働組合も含めて。

●復職した当時、職場の人達は私が中途視覚障害者になる前から知っていた人がほとんどであり、私の視力が弱視の状態であることが釈然としなかったようである。しかしながら、月日がたつうち理解を示してくれ、とても気遣ってくれるようになった。これは、復職した最初に、私が障害の状態を赤裸々に言ったことにより真摯に受けとめてくれたのではないだろうかと感謝しているこの頃である。

●上司や同僚に対し、サポートに感謝する気持ちが大切だと思う。

●職場ではなるべく笑顔を絶やさずに人と接して、受けた援助に対しては感謝の気持ちを明らかにすることが大切であるが、一方、仕事の内容で自分が職場に役立っていると自信が持てることは積極的にアピールして職場での地位を確立することが大切である。ただ、そのためにたった一度の失敗ですべての信頼を失うことのないように注意を怠らないことが重要である。

●他の人が当たり前にやっている事が私にはできず悩むことがある。たぶん周りの人たちは何も思ってはいないのだと思うが、変に気遣いされるとよけいつらかったりする。他の人と同じようにできないのなら、自分にしかできない事を身に付けることで、自分の存在意義を確認していきたいと思っている。

●同僚と飲食を共にしたり、観劇・スポーツなどレクリェーションを楽しむようにすること。

●分け隔てなく、職場の仲間と付き合うことを勧める。苦手な人もいるかと思うが、この辺がキーになる。労働組合の人とも親しくなっておくことも大事。

●職場内で相談にのってくれる友人や先輩をつくるように努めること。労働組合がある場合には、これに加入して自分の立場を同僚に理解してもらうようにすること。
●自分の置かれた立場をよく理解し、余計なことは言わない。

●人間関係を密にすること、管理職に毅然と意見を述べること、規則や制度を鵜呑みにして従わないこと。

●コミュニケーションを密にして、多少あつかましく接する。

●今まで普通に出来たことが出来なくなる、どうしても「見えない」ということを隠しがちであるが、やはり、出来ること出来ないことをはっきりさせ、それを少しでも早く周りに理解してもらうことが重要。一人で悩んでいたことが、意外にあっさり解決することもある。

●何ができる/できない、やれる/やれない、のみならず、「できるために、やれるために」必要要件を洗い出せる、かつ周りに伝播できる課題抽出能力やコミュニケーションスキル、そして客観的自己認知力。

●同僚に教えることができる専門知識を身につけて、自分の居場所を確保する。

●業務の成果が一般の人より劣るが、それは仕方がないとあきらめ、職場の中で、これだけは負けないという業務を作るとよいと思う。

●付き合いのよいこと。周囲の人を大切にすること。

●ハンディを持って仕事をすることや視覚障害を理解してもらうために積極的なアピールが大事だが、それと同時に、ハンディを持った私と一緒に仕事をしている健常者のことも理解しようと努めることも大事だと思う。

●過剰に自分を良く見せようとしすぎず、自然体でいることが長続きの秘訣。晴眼者の前では特に、必要以上に社交的に振舞っていた時期もあったが、メッキはいとも簡単に剥がれた。

●あまり晴眼者の援助に期待せず、自力で考え問題を解決できる習慣を身に付けよう。

●目を近づけて作業をしていたり、特殊な環境で作業をしているくらいでは、誰も特別な関心を寄せてはくれない。お洒落に気を配る、教養を高める、多彩な趣味を楽しむ等々、人間的魅力に磨きをかけよう。

●基本的には、人間関係が大事。それから、ケースにもよるが、少々つらいことがあってもしっかり仕事を続けることが大切。そうすれば、何年か経てば、その人がいて当たり前となる。

●まずは、与えられた仕事が小さな仕事でも、それをきちんとこなして仕事ができることを証明するのが第一歩。そうしながら、日々自己研鑚を続けていれば、少しずつ大きな仕事が回ってくるようになる。

●自分から提案する。受身はＮＧ。

●何はともあれ人間関係。できるだけ明るく、常に挨拶を忘れないこと。人間関係が良好であればかなりの部分を補ってもらえる。求めるのではなく雑用であれ、掃除であれ、自分の出来ることを探すこと。

●離職を考えず、継続雇用を前提にして、交渉すべし。

●労働組合や職場の仲間とできるだけ関わりを持つよう、より意識的に取り組むようにすること。

●大企業の場合、就職後においては、人事は機能しないと心得るべし。会社としての考え方をもとに人事も動いているため、人事部の考え方を変えることは困難と考える。配属部署や他部署とのかかわりを積極的にもつようにすべし。

●周りが忙しそうにしているかいないかを肌で感じ、サポートを受けたいときにはそのタイミングをうまくつかめるようになる能力の獲得が必要。

●仕事上使用する物品の特徴を把握し、使い方をマスターする。確認の際は、触感、形、聴覚、嗅覚、色などをフルに活用する。木を見て森を見ずにならないように、物事をフォーカスしながら、全体を見る習慣をつける。二重、三重の確認をし、仕事をする以上、甘えは禁物。確実な仕事で信用を得る。

●あはき国家資格取得後、接骨院に３年ほど勤務した経験がある。そこでは視覚障害者のマッサージ師２名と、健常者の柔整師や看護師が６名ほど一緒に働いていた。とても和やかな職場環境である。それは、誰彼もなく、積極的にコミュニケーションをとろうとしているから。見えないがために起こす失敗は多々あるが、「和」があれば、それが笑いに変化することもある。見えないことを「卑屈」より「感謝」になるほどのコミュニケーションが必要。

●もし、状況が許されるならば、退職する前(前職)で、職業訓練等を受けること。 

●とりあえず上司に何でも相談しよう。迷惑だと思われることがあっても、我慢してもらい自分の意思や思いを伝えよう。同じ部署の人になるたけ多く支援してくれるよう頼もう。はじめはぎこちなくても、そのうち自然に支援してくれる体制ができてくる。

●できないことは、はっきりと無理であることを伝えること。無理に引き受けると仕事のミスの元になり、自分自身もつらくなる。

●話のできる人間関係を作ること。とりわけ探し物について、気軽に頼めるようにしておくことが大切。

●職場環境などについて要望があれば上司や上役に相談するのがよいと思う。仕事に必要な機器や配慮については率直に話をするほうが実現の可能性はある。

●再就職の会社では、もちろん知り合いはなく、ややもすると自分だけ浮く、というより孤立するような心配はあった。それでなくとも、障害者で白杖を突いてる様は、全盲者と思われ気の毒さも相まって、対応の仕方がわからない、といった状態で、そんな中、私は大した用がなくても総務課や設計部、土木部などを白杖を持って通過する。当然、気遣いで声が掛かりコミニケーションのきっかけになり、自分の存在アピールと理解にも繋がる。

●文書（報告）だけではなく、人事に関わる者が当事者と話をして状況を確認する必要があるかと思う。

●自分から周りの人に話しかけて、仲間を作る努力をする。決して自分の殻に閉じこもらない。

●人間関係においては、相手が視覚障害を理解できていないというを、まず自分が理解する。

●バリアを取り除くためには、まず私自身が適応しようと努力していることを伝えることで、そこにバリアが有ることを理解させる。

●視覚障害者になって、会社を休職ことし、日常生活訓練を経て、あはきの勉強をすることを経営者に手紙で伝え、休職手当が出ると、毎月毎月、お礼状を経営者に出した。

●上司、同僚への心配りを大切にしながら、自分の要求をきちんと伝え理解してもらうように努めること。ただし、わがままにならないよう気をつけよう。

●喧嘩しないで仲良くすること。大いに飲みに行こう。

●人間関係を第一にということではないだろうか。どんなに突っ張ったところで、視覚障害ゆえにできない、できても健常な人に比べて効率が悪いということはある。それをどうこう悩んだり悲観したりしてもはじまらない。

●自分が会社や組織において何ができるのかを考え、できることがなんであれシコシコとやりつづけることではないかと思う。なにができるということよりも、自分の〝居場所〟を見つけること、それが大事だとも思う。

●みんな見ていないようでちゃんと見ている。ちゃんと努力していれば、協力、理解してくれる人はどこにでもいるものだ。そういった一つ一つを大事に積み重ねていくことが最も大事なことではないだろうか。

●職場が仕事を与えてくれるわけでない。自分で仕事を獲得するのである。たとえ人の手伝いであっても、自分で出来そうなことは「それは、私がやる。」というふうにしてでも仕事を取り込み、自分の領分を獲得していくことが重要。人間関係もそのひとつ。

●目が多少悪くても、頭が悪いわけではない。協調性もある。年を食っている分、若い人と違う視点で物を見ることもできる。文章を読むのが少し遅い以外、問題ないと考えている。

●「釣るコツはあたりさわりのないように」という言葉があるが、自分の仕事継続に危険を感じたときには、フランクに自己主張しよう。

●同僚ととにかく仲良くやること。上司が理解があっても現場が受け入れなければ針のむしろ。自らできることは積極的に行うこと。回りよりも一歩先を予想して動くこと。そして、主張すべきところでははっきり物を言うこと。孤独を味わうことが多いので、ストレス解消のために「タートルの会」の仲間や職場以外の友人に本音を吐露することも大切。

●ハローワークで貰った冊子（コミック版「視覚障害者の就労」）を担当者に渡し理解を深めてもらった。

●あまり突っ張らずに周囲の人のことも考える余裕があればよかった。私の場合、自分の事が精一杯で、周囲の人と衝突し、気まずくなった。

●職場での円滑な人間関係を築くためには、自分がどういう障害をもっていて、どんな時に支障が出るのか、積極的に話すことが大切。特に入社時の挨拶などで、前もって伝えておけば、後々の支援や、障害が起因する誤解などを緩和してくれる。

●私の場合、弱視ということで、見た目では障害があるとは判断されにくいため、事前説明の大切さを実感。

●職場との関係においては、まずは孤立しないことが重要と考える。それは、業務補助者が配置されている場合も同様である。入職や異動したら誰が何の仕事をしているのかを早期に把握し、普段からコミュニケーションすること。同時に、同僚や他の部署から「社員（職員）として必ず知っておかなければならない情報」の提供を常に受けられるような仕組みを職場内で整備しておいたほうがよいと思われる。

●心を広くもてば、職場の人間関係はよくなる。同僚や上司の気持ちになって考え、対応することが大切。

●職場の上司・同僚、また企業の経営方針などについていろいろな思いがあるのはなにも障害者だけではない。とにかく円満な人間関係を築くことが何より大切。

●見えにくくなってきていることを、上司、同僚に、かくさず、話し合えることが重要。そのためには、常日頃からの、コミュニケーションに心がけることだ。晴眼者に、目の悪いことで生じるさまざまなことを理解してもらうには、こちらから常に情報を上司や同僚に発信するしかない。上司は何も分かってくれないというのは、こちらから、何も発信していないということである。

●訓練などにより、経験すれば多くのことができるようになることを、実際に見てもらうことが、非常に効果がある。また、多くのことができるようになると、こういう仕事ができるなどを、上司に提案するとともに、それについて、話し合うこともできるようになる。このことも、あくまで、こちらから積極的に提案していくことが重要である。

●継続勤務となった後、公共職業安定所から毎月１回、来訪してもらい会社の圧力やいやがらせを牽制するようにしてもらった。

●電話応対・相談業務など比較的視覚障害者でも担当できる職種について、雇用主等への理解を促進し、積極的なアピールをすること。また、紙ベースから電子データへの移行を行うこと。

●企業における障害者の果たす役割について実際の日々の業務とは別の角度からの視覚障害者が現場で実際の効果を上げている事例、３つの効果。

1、安全意識の向上

　職場に視覚障害者がいることにより整理整頓が日常的におこなわれるようになり、安全意識が定着した。
２、仕事に対しての意欲の向上

　視覚障害者が業務をはたす場合、業績や能率の面から評価すれば、低いのは当然である。しかし視覚障害者が努力する姿を見ることにより同じ部署の同僚が、前向きになり、業績が上がるケースが報告されている。
３、社会的責任をはたす会社の取組みへの評価

　不当に解雇される事例が報告される中、「ひと目で解る」視覚障害者が職場にいることで「まじめに」努力すれば、自分たちも理解してもらえるという安心感、そして愛社精神の向上と社会的責任を果たしている会社へのプライドの向上。

以上の３点が実際の業務とは異なるものの全体を通しての活性化や見えない部分での業績アップにも貢献していると考えられる。
（３）行政への要望に関すること

●何をさておいても、行政の系統はあまりにも複雑で窓口が細分化されすぎている。障害者施策と一言で言ってもいろいろとあるのだという主張も少しは理解できるが、もう少し各関係先の垣根を取り払い、弾力的な往来、連携体制が取れるような体系になってほしいものである。

●いろんな手続きに関する書類など、とても時間がかかるので、早めの行動が大事。

●個別の要望に対応する、フレキシブルな研修の導入を考えてほしい。

●行政側はどのようなサービスをしてほしいかの具体的な声を待っていると感じる。誰かが声を出さなければ何も始まらない。まずは電話などで問い合わせてみよう。

●ＣＳＲの一環として障害者の雇用をさらに支援、企業にも強力に指導してほしい。企業にもその意識は高まりつつあると信じたい。

●休日（せめて土曜）、夜間などの訓練を実施してほしい。会社に勤めながらリハビリ訓練を受けられないかと悩んだことがある。

●各種助成制度等の情報を、企業の人事担当者のみならず、個人にも提供してほしい。
●障害者福祉は旧厚生省系、障害者の就労は旧労働省系、それはあくまでもシーズ側の都合であって、本来充実した行政サービスを受けるべきニーズ側（当事者）の問題解決を最優先すべき体系を構築すべきである。

●等級別視覚障害者の就労実態数を公表すること。

●視覚障害者の就労に関し、企業に対する強力な行政指導が望まれる。

●福祉事務所やハローワークなどの窓口職員の意識改革やレベルアップが望まれる。

●アメリカ障害者法第５０８条のような規定の整備が急がれる。

●中途視覚障害者をかかえた雇用者の中には、当人の将来のことについて当該者まかせにするとか、まず解雇ありきのケースが見られるが、法令などにもあるように就労支援の見地から、雇用継続を第一義に、視覚障害リハビリテーションの制度化を急ぐべきである。

●私の場合は行政との直接の接触がなかったが、さまざまの行政サービス、法規に関する学習の必要性を感じる。

●財政難で何かと削られることが多い。ほどほどにしてほしい。

●障害者雇用施策が全体として大きな前進をしてきた中で、今一度、視覚障害者に眼を向けた対策を考えてもいいのではないか。

●完全参加と平等を障害者に保障すること。行政にはお恵みの福祉ではなくて、障害者の尊厳、人として当たり前のことが出来る環境を作る責務がある。

●障害者の支援という美名のもとに社会保障制度が減退して弱者の負担が増していくことに憤りを感じる。

●公務員にも職場介助者制度が使えるようにしてほしい。

●産前・産後の休暇や育児休業制度のように、リハビリテーション休職制度を創設してほしい。

●中途失明に陥った方はどのように将来の設計を立てていけばいいのか、もっと学習すべきかと思う。適切な進路を決めるのは、本人だが、あまりにも情報不足。

●視覚障害者の就職相談、特に職安などはもっと視覚障害について熟知している人が担当すべきである。ほとんどが、障害者全般についての対応となり、個別障害に関して手薄にならざるを得ない。ひどい担当者は、視覚障害者イコールあんま鍼灸の発想レベルである。担当者が熟知していることにより、依頼企業先へのきめ細かい情報提供が出来ると思う。併せて、企業人事担当者の障害者についての勉強会を、行政主導で行うことも必要。

●雇用支援制度一般については、視覚障害当事者団体などによる行政交渉が有効な場合があることから、個人の立場で、そのようなコンタクトをもっておく必要があると思う。
●知的障害者や車いすの障害者雇用には力を入れているが、視覚障害者の雇用にはまるで理解がない。

●ハード面や流行り物への投資から、障害者育成関係者の質向上に重きを置いてほしい。

●公務員にも高齢・障害者雇用支援機構で行っている、補助機器導入の支援などを行ってほしい。

●企業は障害者のことを理解する機会として、障害者は企業を理解する機会として、特別試用雇用期間制度みたいなものはつくれないのだろうか。実際には、このようなことが行われているかどうか、私は現状については全く認識していないので、これは余計な意見かも知れないが、そういう機会があればお互いの認識が深まっていいのではないか。（注：現在、トライアル雇用制度はある）。
●視覚障害者の職業訓練、特にパソコン訓練に関しては現在のところボランティアに大きく依存している。訓練従事者は専門性を要求される。それなりの予算で絶対数を確保するとともに、訓練従事者の専門職としての地位向上を図らなければ、視覚障害者の職域拡大は実現できない。

●ＣＳＲの大きな柱として、障害者雇用率を位置付けてほしい。未達成企業について、社会的制裁が課せられる仕組みが重要である。

●視覚障害者の職業イコール鍼灸マッサージという固定観念を捨ててもらいたい。もっと職業事例や情報機器、訓練などについて勉強をしてもらいたい。

●ハローワークに対して一言。ハローワークをとおさず、障害者枠で就職した者に対してもフォローする仕組みを考えてほしい。会社としての考え方もわかるが、社員の平均勤続年数が６～７年という会社は、障害者にも厳しい。しかし、他部署への異動や転職も厳しい状況にある。

●在職中に障害になったり、症状が悪化して訓練が必要となった人に対して、在職のまま土曜日や日曜日、５月やお盆の夏休みなどの連休を利用して訓練が受けられるような仕組みを作ってほしい。夜間コースなどもあってもよいのではないか。それがサービスではないか。自宅や職場から通えるところに訓練施設があれば言うことはない。

●健常者と障害者の狭間に位置するような当事者に対する公的な支援制度を希望。例えば、拡大画面で、スローペースのパソコン教室の開催など。

●見易い時刻表、値段表などの工夫配慮を希望。文字のフォント、表示位置を低めに、アナウンスを分かりやすく２度繰り返すなど。

●銀行などで、記入用紙のマスメ、信号の色が太陽光線で反射して、何色か分かりづらい（青色発光ダイオードになっているところはよい）。

●「あはき業界」特に「あマ指師業界」では、無資格者問題が沸騰している。当然、無資格者は法の違反者だから、取締りをすべきと思う。しかし、ここまで増えた無資格者をゼロには到底出来ない。であるならば、ある時期を区切って、その者に一定期間の猶予を与え、国試を受験(無資格者でも、かなりの知識や技術を持つ者がいる)させ、それ以後での無資格者を刑罰を重くし、徹底取締りをすることを提案したい。

●電話応対・相談業務など比較的視覚障害者でも担当できる職種について、雇用主等への理解を促進し、積極的なアピールをすること。また、紙ベースから電子データへの移行を行うこと。

●通勤途中の歩行路の安全確保。
●都は障害者特別採用制度において点字試験を認めていない、早急な改善を求めたい。

●障害者の雇用の促進等に関する法律の抜本改正、とりわけ障害者の働く権利の保障をきちんと位置付けること。現行法は企業の善意に頼る法体系になっている。

●視覚障害であっても、インターネットができれば、市区町村のホームページから意見や要望を出せるようになってきている。選挙の方法について、要望を送信したところ、役所から丁寧な回答をもらった。自らもバリアを取り除くよう努力することも大切。

●基本的に「役人は自己増殖する」という問題は行政改革においてもあまり解決されているとは思えない。なぜなら、行政には本当のリストラはなされていないからである。不要な部署、施策は廃止して、もっと必要なことに原資を投入すべきである。

●タートルの会が、中途視覚障害者の就労における駆け込み寺であることはとてもよいことだと思うウが、本来は〝道の駅〟のような存在であっていいはずだと思う。それが終着駅かのようなものとなっているとしたら、視覚障害者の就労問題に携わる行政部署は現状を猛省して体制を再構築すべきだと強く思う。

●行政機関はうまく活用することが大切。就労や職場環境の整備のためには、行政の力を借りることが有効。そのためには適切な窓口をみつけなければならない。よく相談して、適切な窓口を見つけてもらおう。個別の要望も時には受け入れてくれるはず。

●仕事に関する法令等は、ネットや点字で用意されていること。

●視覚障害のリハビリテーションを制度化してもらいたい。

●一つだけ言うならば、障害者が「与えられる」だけでなく、仕事をして社会に貢献するためのプログラムと仕組みを作っていただけるとすべてにとってプラスになると思う。もちろん本人の自助努力が何より大切なことは言うまでもない。

●視覚障害であるが故に、生活訓練も含めた職業能力開発が必要であり、事業主に対し、そのための具体的なメニューを開発し、在職中に実行可能な制度が必要。

●職場に出向いて、職場環境の調整、具体的な支援を行う体制の充実・強化が求められる。

（４）医療関係に関すること

●自分の病気を知るために、定期的に受診したほうがよいと思う。そこから新しい情報も得られることが多い。

●視覚障害のリハビリが広く研究されて、もっとその内容が充実して発達することを期待。

●眼科医師はもっと障害者就労支援サービスについての情報を理解し、患者の相談に的 確に応じられるスキルを向上してほしい。
●治療法がないなど医療の限界をもって患者を失望させてはならない。

●見えなくても働ける現実があることを伝え、希望を持たせる助言に努める。

●視覚障害リハビリテーションについて、当人を交え雇用主・訓練施設など関係者と連携行動をとるためのキーステーションになるべきだ。

●視覚障害リハビリテーションの普及発展に努める。

●私の場合、ほぼ全盲となって回復の見込みなしと判断された段階で病院を追い出された感じになり、その後１年近く、何の情報もない中で悶々とした日々を送らざるを得なかった。もし、医療関係機関とリハビリなどの福祉関係機関との連携がきちんとなされていたなら、退職してしまうようなことにはならなかったと思う。

●治療後の患者の日常生活（ＱＯＬ）にも思い及ぶこと。

●中途の場合は、医療現場での対応がその人の人生を左右するといっても言い過ぎではないと思う。〝心のケア〟と言われているが、視覚障がいも、まさにそのとおりで、医療現場においては、キュアと同じくらい、今後は、ケアが重要になっていってほしい。

●行政及び福祉との連携を図る体制を医師とＭＳＷから積極的に行うべきであると思う。

●近畿ビジョンサポート（ＫＶＳ）は、患者が医療現場から、早い時期にスムーズに、ＫＶＳを経由して、適切な福祉現場につながることが、最も重要であると考えている。

●医師及び医療機関が担う範囲は「保健衛生」もあるはず。診断、検査、治療のみならず、ＱＯＬ向上に寄与する情報提供を活発にしてほしい。

●キュアからケアへ。就労者に対しては、医療行為だけに終始せず、就労継続のための情報を提供し、関係機関に繋ぐこと。経過観察のため通院する例が多い中では、それがなければ、無為な時間を過ごすことになる。

●「医術は仁術なり」という諺は蓋し名言であるが、弱者の患者に対し、総じて高慢な雰囲気が漂ってくるのを感じるのは私だけであろうか。むろん少数派ではあるが、患者の視点に立ち私の職場復帰を全面的にバックアップし、〝医学の原点〟を実践しているすばらしい先生をよく存じている。福祉が声高に叫ばれる現代、障害者の就労を見据えて、点で終わらせるのではなく、線からさらには面へと広がっていくような医療システムの構築を早急に望むものである。

●治療が出来ないから終わりではない。医療機関もしっかり患者に情報提供をしていただきたい。

●自らのニーズを伝えることができない患者には医師も力を発揮することができず、だからと言ってすべてのニーズに対応できるほど医師は万能ではないことを患者は知るべきである。

●ロービジョンケアの受けられる医療機関がもっと増えてほしい。そのためにも、ロービジョンケアを診療報酬の対象にしてほしい。

●目が悪くなった当事者が、これからどのように生活するのか、もっと親身になって相談していただける専門職員の配置を望む。また、関係機関と連携し、よりよい路をアドバイスできる体制を整え、どんなケースでも対応が可能な医療機関であることを望む。

●行政への橋渡しやリハビリについての紹介を義務付けてほしい。

●視覚障害と初めに接するのは医療機関。医療に従事する方々は、ただ症状を説明するだけでなく、その後のフォローをぜひしていただきたい。例えばタートルの会を紹介する、それだけでかなり違ってくるはず。

●眼科医において、ロービジョンを研究、勉強している方は少ないのが現状である事を踏まえ、自らがいろいろ情報を集めて医師に相談するという形が望ましいと思う。

●失明の直後に眼科医から視覚障害リハビリの情報提供があった。これが私の早期リハビリ開始、そして社会復帰のきっかけであった。

●回復の見込みのない患者に対して失明告知をする際には職業的なものも含めリハビリに関する助言やリハビリ機関への紹介など適切なアドバイスも不可欠。

●眼科医からロービジョンケアができる所へ積極的に紹介してほしい。

●視力維持のためのサポート。
●まず自分の障害について、信頼できる主治医を見つけ、自分の症状をきちんと伝えること。大病院での移動や会計、処方箋受付などについては、看護師に誘導をお願いするようにしよう。恥ずかしがって声を掛けず自分で頑張ると時間が掛かり、風邪をもらってしまうことになる。

●医療機関がリハビリや訓練機関を教えてくれることは稀である。福祉制度や年金関係の診断書・意見書の作成を依頼するときなどには、意見書の書き方によっては、就労や継続雇用に重大な影響を与えるときもある。自分の意向をよく理解してもらうよう話し込むことが大切。

●眼科受診の段階で、リハビリテーションや補助機器、福祉の紹介もしてほしい。

●中途障害者のために、医療関係の方には「治療」だけでなく、「社会復帰」についても知識を持っていただきたい。特に大切なことは、「出来なくなる」ことよりも、「出来る」ことを話していただくことだと思う。

●近畿ビジョンサポート（ＫＶＳ）＝医療関係者、視覚障害当事者、支援者等でつくる組織＝で、視能訓練士への研修会を始めた。患者に声をかけたいが、実態を知らず、患者の反応への対応に自信がない、という声が圧倒的であった。実態、即ち同じような人が多くいる、訓練などで経験すればかなりのことができる、年金など経済的助成がある、これまでの経験を活かした仕事を立派にやられている人も多くいるなどがよくわかった、まだ、自信はないが、患者さんに積極的に声をかけられるようになった。この例が他の地域にも適用されることを願っている。

（５）訓練関係に関すること

●日常生活訓練は、これからの生活にとても大切であり、特に歩行訓練は、無事故で通勤するために絶対に必要であると思う。

●仕事をしながら訓練や講習を受けることは日程的に大変。理由をこじつけてでも参加できるものはないかとアンテナを高くしている。

●障害者の能力開発訓練に携わる関係者の教育能力向上、「福祉」の目線だけでなく、「ビジネス」の目線、切り口を強くもってもらいたい。

●訓練を受ける前に必ず自分の目的・要望が達成できるか確認のこと。

●現在の職場ではやはりITの活用ができるかどうかが重要になってくる。特に、会社で使われているシステムをどのようにすればうまく使えるかを自分で考えて対処していくくらいの技術が求められる。これらを企業の中に入って手ほどきするような事業所はまだ少ないし、企業のシステム部門は当てにできないのが現状だから。

●私は６カ月の入所訓練を受けた。最初、ずいぶん長い期間のように感じ躊躇していたが、終わってみるとあっという間である。ただその訓練期間は、それからの自分にとってのスタートラインにすぎず、大切なのはその訓練をどう活かしていくかである。

●基礎訓練は、３週間ぐらいの短期間で受講できるカリキュラムが望まれる。

●実務研修として、当該視覚障害者が所属する企業などのシステムにマッチした訓練の実施を工夫し、現場で直ちに役立つ訓練ができればいいと思う。

●増加傾向にある事務職系のニーズに対処するため、国立系の訓練施設の訓練カリキュラムの変革が望まれる。

●訓練は、無理してでも受けたほうがいいと思う。受けなければ命にかかわる事故に遭うかもしれない。職業訓練については、よくわからないが受けてみたい。

●障害補償の教育訓練は早いほど効果が大きい。だから、もっと宣伝を徹底すべきだ。訓練施設の存在すら知らないというケースも多いはず。

●自分がどのような訓練を必要とするのかよく理解した上で、必要なことについては訓練を受けるほうがよいと思う。

●休日（せめて土曜）、夜間などの訓練を実施してほしい。会社に勤めながらリハビリ訓練を受けられないかと悩んだことがある。

●やりたいことはちゃんと伝えておき、日常生活は楽しく過ごすこと。

●視覚障害であるが故に、生活訓練も含めた職業能力開発が必要であり、事業主に対し、そのための具体的なメニューを開発し、在職中に実行可能な制度が必要。

●職場に出向いて、職場環境の調整、具体的な支援を行う体制の充実・強化が求められる。

●就職してしまえば訓練がおわりということではなく、就労後も専門的な質問（例えば、プログラミング言語等）に答えるシステムを整備していただきたい。また、助成金制度の最新の情報等を随時知らせてほしい。

●職業リハビリの訓練には常に目的意識を持ってなるべく近いところから順に目標を定め、どんなに小さな目標でもそのつど達成感を感じながら前進することが成功の秘訣だと思われる。

●職業訓練には、ＯＪＴを積極的に採用するとともに、同じ職種で実際に働いている同じ障害者と交流・意見交換する場を採り入れてほしい。

●職場の理解が得られるのであれば、訓練施設と人事担当課の協議の下、職場復帰のカリキュラムを作成し、これに基づいた復職がはかられることを希望。

●指導側の人材不足を解消してほしい。

●パソコンの技術の取得など基本的な訓練の他に、盲学校など新卒者の場合は次の訓練が就職事前訓練としてあったらよいのではないか。①男女とも装いに関するトレーニング、②目の見える方と仕事を進めていく上での礼儀作法など。
●もっと多くの訓練施設の増設、またその存在についてＰＲが必要。

●たとえ施設に入ったとしても、充実した訓練を受けられるかどうかは本人次第。訓練内容も、決められたカリキュラムを漫然と受けるのでなく、様々な工夫をして自分なりのスタイルをいかに作り上げることができるかが勝負。

●障害者の能力開発訓練に携わる関係者の教育能力向上、「福祉」の目線だけでなく、「ビジネス」の目線、切り口を強くもってもらいたい。

●日本盲人職能開発センターのように、事務的技術に関して高いレベルの訓練を施すことのできる訓練施設が地方にも出来るとありがたい。

●個別の要望に対応する、フレキシブルな研修の導入を考えてほしい。

●職業訓練の途中で採用の内定をもらった。会社の指示(UNIX-OS、C言語)に対応して、その後の訓練カリキュラムを変更してもらった。

●在職中に障害者になったり、症状が悪化して訓練が必要となった人に対して、在職のまま土曜日や日曜日、５月やお盆の夏休みなどの連休を利用して訓練が受けられるような仕組みを作ってもらいたい。夜間コースなどもあってもよいのではないか。それがサービスではないか。自宅や職場から通える所に訓練施設があれば言うことはない。

●視覚障害者の職域拡大と、その職業訓練を、提案・実施してほしい。

●訓練施設は、働いている職場の中で一人で苦労している障害者にももっと手を差し伸べてほしい。また、利用者によって対応を変えるのはやめてほしい。すべての障害者に平等に同じサービス水準を提供してほしい。

●歩行訓練は受けていないが、眼球運動の訓練を受けて、活用できている。適宜、欲しいと思う補助具等について、歩行訓練士に尋ねてみる。

●盲施設や盲学校での「あはき学習」は、国家試験合格へ向けての基礎的なものとなっている。現在のニーズにあった技術修得のため、同一人物でない身体でリラクゼーションや症候治療を多く施術できる施設(民間を含め)での訓練が必要。

●就労に役立つパソコン操作訓練の充実。ワードによるレイアウトの整った文章の書き方や、データ整理に活用できるエクセル関数の習得など。

●ワープロの訓練は現場で通用するような指導を行うのが望ましい。応用も利かないような指導方法は避けていただきたいと考える。訓練を受ける際ピアカウンセリング的役割をしてくれる指導員がいると心強い。

●自分にとって本当に必要な訓練は、待っていてもしてもらえない。自分のウイークポイントや問題点を自分で探し出し、訓練を求めていくように心掛けたい。

●訓練を受ける目的として、自分が目指す職業に必要とされる能力はどのようなものなのか？ということを念頭に置き、訓練機関と期間・手法などを具体的に調査・スケジューリングすることがまず大切。この際にはタートルの会や公的機関に相談するのもよい。

●私の場合は、職場で新しい仕事を求められたときに適宜適切な訓練を行うようにしていた。そういう施設とのパイプはつくっておく、または保っておくことを勧めたい。

●個々の特性にあわせて、他にない特性、プラス・ワンの技能を身につけるきっかけ作りという視点をもっと掘り下げていただきたいと切望する。

●技能をただ教え込むのではなく、きっかけ作りをバラエティーに行える、そんな機関であってほしいと思う。

●訓練施設の最新機器の整備促進、取り扱い職員のレベルアップが望まれる。

●視覚障害者の職業訓練、特にパソコン訓練に関しては現在のところボランティアに大きく依存している。訓練従事者は専門性を要求される。それなりの予算で絶対数を確保するとともに、訓練従事者の専門職としての地位向上を図らなければ、視覚障害者の職域拡大は実現できない。

●障がい者をひとくくりで論ずるのではなく、視覚障がいなら、その特性を活かせるような職種、それに見合う訓練などを実施し、きちんと差別すべきである.。

（６）その他

●雇用促進法、自立支援法などを持ち出すまでもないが、個々ばらばらに動いているか、まったくない場合もあるような印象が強いので、医療機関、雇用主、訓練施設、行政機関は密接な連携関係を構築し、視覚障害者の就労支援の促進に努めることが望まれる。

●私は偶然、タートルの会の連絡先をメモしていたので、わらをも掴む想いで電話をかけ、話を聴いてもらい、その後急ピッチで障害者職業総合センター（NIVR）での研修の段取りを立ててもらい、心より感謝している。ちなみに私がタートルの会の連絡先を聞いたのはＮＨＫラジオ第２放送による「視覚障害者の皆さんへ」を以前聞いていた時。

●障害の種類や程度は人それぞれなので、タートルの会の中でも資料の集計は困難だと思われるが、わずかな共通点からヒントを得る可能性もあると思うので、こうした試みは有用であると思われる。

●中途で視覚障害になったからと言って、安易にあきらめることでなく、自分自身が、社会に貢献できることは、きっとあると思う。

●職場での悩みを気軽に聞いてくれる職場外の友人や先輩とのつきあいを大切にすること。

●障害があることへの引け目を持たざるを得ない人が多いように思われる。障害は劣ることではなく、不利であるだけだというきちんとした障害の理解を持つことができるよう、障害者自身へのオリエンテーションも必要。そういう意味からもタートルの会の活動に期待。

●全盲になって仕事を辞めたと同時に心理カウンセリングの民間スクールで勉強できたのは、パソコンによる読み書きができたことと、単独歩行ができたことが大きい。（白杖歩行は、前職在任中の弱視時に年休で。音声パソコンも、退職時には既に使用。）

●勤め続けるためには、何より人間関係が大切。職場の仲間はもとより、視覚障害者団体・サークルなどの仲間とも積極的に関わっていくように、私はしている。

●障害者自立とは経済的自立である。

●復職の体験談を聞いて病気の治療だけでなく障害者の境遇や復職について理解のある医師や病院を探すこと。

●福祉事務所やタートルの会に聞くこと。

●友達、スポーツ、趣味、飲み会など職場以外の繋がりを持つこと。

●鬱病にならないようにリフレッシュや気持ちのゆとりについて、自分自身でチェックし配慮すること。

●弁護士や議員を活用すること、福祉機関などの専門機関の担当者に応援を依頼すること。

●誰でもが将来に対する不安で、たまらないと思う。私は、タートルの会を含め、３つの視覚障害者団体に入会し、いろんな方と接し、情報と勇気をもらったお陰で、何とか今日があるような気がする。

●中途の場合に特に重要なのは、情報。特に進行性の場合は、できるだけ早くタートルの会などから情報をもらって対策を進めていくことが大切。情報を自分で収集した上で必要なことを会社に相談するとよい。

●知的障害者や車いすの障害者雇用には力を入れているが、視覚障害者の雇用にはまるで理解がない。

●ハローワークで貰った冊子（コミック版「視覚障害者の就労」）を担当者に渡し理解を深めてもらった。

●就職すると、自分一人では解決できない事態がどんな優秀な人でも必ず起きる。そんなときに問題を解決するためには周囲の人の助けが必要になる。普段から人間関係には気を配っておかないと、いざ問題が起こったときに自分一人で解決しなくてはならなくなる。

●依頼された仕事はもちろん失敗せずにこなすことが大切であるが、視覚に障害があるがゆえの失敗はあるもの。たとえ失敗してもそのフォロー次第で、その後の職場環境が良くも悪くもなる。

●とにかく前向きにやっていこう。

●私個人としては、障害があっても働く環境を作るのは、「運動」よりも「自らを見てもらう」ことだと思っている。それは私の12年間の経験が証明してくれている。

●退職する前に多くの人や機関に相談するのが復職できる一番大切な事と思う。

●もっと多くの施設の増設、またその存在についてＰＲが必要。

●行政への橋渡しやリハビリについての紹介を義務付けてほしい。

●もし、状況が許されるならば、退職する前(前職)で、職業訓練等を受けたい。

●ハード面や流行り物への投資から、障害者育成関係者の質向上に重きを置いてほしい。

●視覚障害であっても、インターネットができれば、市区町村のホームページから意見や要望を出せるようになってきている。先日も選挙の方法について、要望を送信したところ、役所から丁寧な回答をもらった。自らもバリアを取り除くよう努力することも大切だと思う。

●医療関係者は、常日頃、自分達の無力感にさいなまれていて、患者を何とか助けたいという気持はあるが、きっかけがなく、仕事に忙殺されて過ごしている。ＫＶＳ（近畿ビジョンサポート）研修会の研修卒業生でグループを作り、この輪を広げていこうと思う。そして、次の段階として、眼科医へと進めて行く。ＫＶＳは、患者が、医療現場から、早い時期にスムーズに、ＫＶＳを経由して、適切な福祉現場につながることが、最も重要であると考えている。

Ⅴ　「仕事の内容と工夫」について
１．はじめに

　「仕事内容」について内容を整理してみます。

　ここでは、①具体的な仕事内容、②パソコンの活用、③仕事で工夫していること、④課題、の４点について、自由に書いていただきました。回答いただいた内容のすべてが、今後、視覚障害者が働き続ける上で大変貴重であることをまず感じざるを得ません。私たちは、この１０年、タートルの会の交流会で「こんな仕事をしています」というテーマで交流会を重ねてきました。これは「見えない、見えづらい」中で働いている私たちの体験をお互いに出し合って交流していこう、という考えからスタートしました。「見えない人が働けるの？」。こんな問いかけをいろいろな場面で受けましたし、多くの視覚障害者が情報がない中で、この問いと闘ってきました。

　しかし、現実に、私たちの多くの仲間が、このようにして働いているのです。これらの体験を、しっかりと整理して、みんなの物にしていきたい、今回のアンケートもそのような趣旨で行われました。当初、アンケートには、この仕事内容についての記述欄はありませんでしたが、ぜひとも、上記のために不可欠といいうことで、だいぶアンケートの回収が進んでから、再度のお願いをしたわけです。ですから、回答数よりすこし少ないのですが、今後も、アンケートにプラスしていただく作業をしていただくことをお願いしています。
２．仕事をどのようにこなしているか
　仕事内容について語るときには、「職種分類」と違い、その仕事をどうやってこなしているのかを一緒に見ていかなければ、役立つ情報にはならないと思います。

（１）インターネットを活用した仕事

　多くの人が、ホームページやメールでの情報を仕事に活用していることが印象的です。

　また、情報を得ること、情報の発信をしていくこと、そのことが仕事になっているケースも見られます。以下のようなものです。

ｱ　情報収集と発信

ｲ　メルマガの製作と配信業務

　また、仕事をやる上で、情報の収集・整理にインターネットの活用は不可欠という人が大変多いと思いますが、これをメインにしている方の例としては、

ｱ　特許・実用新案調査業務

ｲ　技術情報の収集、法律・規格の管理

等があります。これまでの知識をベースにしながら、インターネットの活用がうまく結びついていると感じました。これには、語学力と、インターネットの活用の組み合わせで、貿易関係の仕事をこなしている人もいます。

（２）ＨＰ関係業務

　ホームページに関する仕事としてもいくつか出されています。

ｱ　会社のＷｅｂサイトの担当ページのコンテンツ作成

ｲ　ホームページの視覚障害者向けアクセシビリティチェック等

（３）コンピュータ関係

　その他、コンピュータの知識等を活用した、プログラム開発

　システムの保守などの仕事がありました。

（４）パソコンの技術

　また、いろいろな形態での、パソコンサポートの仕事がありました。

ｱ　パソコン教室の運営・管理・宣伝・視覚障害者向けIT講習会の実施・インストラクター等の仕事

ｲ　企業ボランティアとしての視覚障害者対象のパソコンサポート

（５）いろいろな事務の仕事

　よく「事務職」といわれますが、その多様性は、アンケートの内容からも明らかです。経理、総務、人事等の仕事は、エクセルなどを活用して、ペーパーレスの方向をうまく先取りした仕事をされている人がいます。

　見えないことがまったく関係ないという力強い提起をしていただいている方もいらっしゃいます。

ｱ　事務関係管理

ｲ　会計業務や予算管理、研修運営のための備品手配や教育関連物の管理等

ｳ　業績管理資料作成

ｴ　採用業務

ｵ　各種決済業務

　また、エクセルなどを活用しながら、電話のやり取りと結びつけて

ｱ　健康診断の予約

ｲ　配車の予約

ｳ　電話サポートや接客 　

ｵ　コールセンターでのオペレータ

など多岐にわたる仕事があります。

（６）会議録作成

　いろいろな仕事と組み合わせて、会議録の作成の仕事も、専任ではないが、出されています。

ｱ　会議に出席し、ハードディスクレコーダーに録音。その音声ファイルをパソコンで再生しながら、内容を打ち込む。完成したものは、コピーを配るか、担当者にテキストファイルを送信。

　完成したものの、配信まで行うのが業務になっています。

（７）営業や入力作業

　弱視の方からは、文字情報を読みやすい形にしながら、営業や入力作業をこなしているケースがあります。

ｱ　仕事は保険代理店にて、生命保険・損害保険の営業および事務

ｲ　入力作業

　また、入力作業をされている人の、以下の提起は、課題をしっかりと提起していると思います。

　「パソコンは音声と残存視力を併用しながら利用しています。現在の作業の正確さを保ちつつスピードアップすること、上司の指示プラスαの仕事ができるようになることを今後の目標にしたいと思います」

（８）企画・営業

　セミナーに関する仕事ですが、企画とか実施のための営業等の仕事もしています。

ｱ　企業向けセミナーの企画・運営業務

ｲ　自社のセミナーへの集客活動

　ｲについては、セミナーへの参加を促進するため企業へ電話をかけ、宣伝活動を行うが、企業の名簿（エクセルファイル）と電話を活用するので、見えないことは関係ないというコメントを頂いています。

（９）公務員の事務的な仕事

　介護関係の仕事をメインにしているようですが、地方公務員の具体的な仕事の可能性を示してくれています。分野はいろいろありますが、どの分野でも発生する仕事であり、それに対して補助職員に少しのサポートを受ければできるということです。この事例をいろいろと応用していければと思います。

ｱ　介護保険に関する市民からの苦情・相談、施設等で発生した事故報告書の取りまとめ

　区役所・支所から紙ベースで送付される苦情相談及び事故報告書を補助職員に代読してもらいエクセルに入力、その後補助職員に校正してもらう。

ｲ　介護相談員派遣事業の運営

　派遣先施設の調整（電話にて施設等に依頼、書類のやり取り、施設を訪問して概要説明など）

　連絡会議の運営（ワードやエクセルによる資料作成、その後補助職員に校正してもらう）

　その他募集・研修の企画

ｳ　市長への手紙の回答

　介護保険に関する市長への手紙について補助職員に代読してもらい、ワードで回答案を文書作成、その後補助職員に校正してもらう。

（10）研究職

　文書整理や情報取得のための工夫が不可欠になるようです。

　「音声読み上げでのPC作業の習熟が仕事の能率に直結します。逆にそれさえできれば視覚障害のハンディが軽減する環境だとも言えます。」

（11）相談業務

　公務員が多いが民間でも知識・経験をもとに相談業務をしています。

ｱ　ハローワークの一般窓口で職業相談・紹介

ｲ　若年者に対する職業相談業務および中学・高校等での職業に関する講話

ｳ　職業に関する適性検査を基に職業選択に関する相談、応募書類のチェック、面接の練習等を担当

ｴ　年金の申請書の審査と電話での相談業務

ｵ　国税の一般的な質問の電話による相談業務

ｶ　在宅身体障害の当事者と家族等の支援者、行政及び事業所との相談と調整

ｷ　商工業者の経営全般にわたる相談指導業務

ｸ　自社製品販売提携企業からの問い合わせ対応業務

　相談相手を目の前にしていると、情報のすばやい検索、どうしても出てくる見えないことへの説明、普段からの情報の収集等が必要になります。以下のような工夫や課題が提起されています。

　「窓口で拡大読書器を使用するためお客さんの手元資料が見えなかったり、面接場所の地図説明が困難だったりするが、こうした場合は、目が悪いことを告げ、適宜対応している。活字読書が出来なくなった場合の対応が今後の課題」

　「個別の相談関係の書類、業務日誌など、また、企画書及び報告書といったword文書、電子メールにインターネットスキャナーで紙ベースの書類を読ませることもスクリーンリーダーをインストールしたパソコンによりこなしています。点字も来談時やメモを取るのに役立てています。但し、情報量が多く、要約したり、パソコンに打ち直したりと時間がかかるのが困ります。今後は、ＩＣレコーダーを効率的に使用し、情報を適切に獲得することが課題です。インターネットからの法律や通達の取込みや情報の収集、ＯＣＲソフトによる書籍や内部資料の読み込み、集めた情報をいかに見つけやすくするか。」

（12）経験を生かして

ｱ　営業支援　今までの職歴や人間関係を活用して

ｲ　現職は、部長付として、これまでの様々な体験を活かして、部長をサポートしています.

　今までの経験を生かして、仕事している事例ですが、独自の勉強として、「新しいことへのチャレンジや初めて行く場所は、休日等を活用し事前に下見を実施。目が悪いことを努めて会う人に説明している。」など、新しいことへの取り組みができることが大切なようです。

（13）図書館員

　図書館員も何名かいましたが、以下のような仕事の幅を広げていくことが課題としてあげられています。

　「障害者サービスに偏るのではなく、できる仕事を図書館全体の仕事の中から見つけている。」

　「パソコン等を使用してできることを探して、係職員に話をしてみること等。」

（14）教師や講師

　教師や講師など、教育に携わる方もいろいろな分野から回答いただきました。

ｱ　大学での非常勤講師（会計学）

ｲ　専門学校で、非常勤講師

ｳ　高校の社会科の教員

ｴ　盲学校の中学部で教員

　みなさん、準備が大切なようで、パソコンの活用が不可欠のようです。

　「講義準備、研究のために、パソコンを使用。具体的には、テキストファイル化された教科書とインターネットの利用、レポートの提出、採点にも、メールを使用。専門分野に関する制度の改正等、情報の収集に留意しています。」

　また、人の協力は不可欠であり、「出欠は最前列の２人の生徒に依頼している。授業で困ったときは、生徒がすべてフォローしてくれている。」とのコメントがあります。

　また、盲学校だから視覚障害を持つ教師に理解あるというのが正しい認識ではなく、苦労している状況も提起されています。

（15）理療関係

　理療関係の方も何人かいました。

ｱ　公立病院のリハビリテーション科で技師

ｲ　ヘルスキーパー

ｳ　老人ホームにて入居者に対するマッサージ

　ｱの事例は、経験をベースに、工夫をして視力をカバーされています。

　また、みなさん、記録などをパソコンで行っているようです。

（16）看護師

　配慮の内容を明確にしているようです。経験を生かしていろいろな工夫をされています。

（17）自分の特性を生かした仕事

　基本的な仕事だけでなく、障害当事者としての意見反映を行うことは大切なことだと感じます。

ｱ　本社製品におけるユニバーサルデザインへの協力
　障害当事者の立場から、ヒアリング・インタビュー・テスト等に協力。
（幹事：新井愛一郎）
Ⅵ　〔提言〕中途視覚障害者の雇用継続のために

　　　　～問題と課題～
１．はじめに

　わが国の障害者の雇用対策は、障害者の雇用の促進等に関する法律が制定されて以来、段階的に充実・改善が図られてきましたが、視覚障害者の就労に関しては、むしろ厳しくなったとさえ感じられます。今日、視覚障害者の多くは高齢者と働き盛りの中途視覚障害者で、かつロービジョン者(低視覚者)であることから、今こそ、中途視覚障害者の雇用問題に光を当てるべきではないかと考えます。奇しくも、本年４月、障害者自立支援法が施行されました。このような中で、多くの中途視覚障害者が雇用継続で職業的自立を図ることができれば、障害者の福祉に大きく寄与できるものと確信します。

　中途視覚障害者の多くは、長年企業等に貢献してきた人でも、一旦視覚障害者となると、眼科医をはじめ事業主やハローワークなどからも、雇用継続のための情報や支援はなく、離職を余儀なくされています。

　視覚障害が原因で一旦退職すると、視覚障害がネックとなり、一般の人や他の障害者のような再就職への手厚い支援も受けられず、多くは福祉を頼らざるを得なくなります。これまで築き上げた仕事上のノウハウを生かせないことに加えて、福祉の恩恵にあずかることは、本意でないばかりか、二重三重の社会的・経済的損失です。それ故に、退職することなく働き続けられるようにすることが肝要です。

　中途視覚障害者の雇用継続を図ることは、失業を防止することであり、失業の防止は、労働行政の大きな柱の１つに他なりません。そこで、中途視覚障害者の失業を防止し、雇用継続を図る観点から、何らかの措置を講じる必要があると考えます。中途視覚障害者の雇用継続を図ることは、視覚障害者の職域拡大にも通じ、新規の雇用の拡大にも繋がっていきます。それはまた、社会の中で視覚障害に対する理解を広げ、ノーマライゼーションの実現にも寄与することとなります。

　一方、幸運にして働き続けている場合であっても、様々な問題をほとんど自己努力で乗り切るしかなく、常に離職への不安と共に過ごしております。今回のタートルの会の就労アンケートに寄せられた当事者の声や、最近の相談活動で直面した体験を踏まえて、中途視覚障害者の雇用継続と安定のために、今、何が問題で、何が求められているかについて考えてみます。

　なお、本稿では、ロービジョンケアという用語を多用していますが、ここでは、ロービジョンケアは視覚リハビリテーションのことを意味しています。また、視覚障害リハビリテーションという用語も出てきますが、これは、ロービジョン訓練、生活訓練、職業訓練を含んだ用語として用いています。

２．中途視覚障害者を取り巻く歴史的背景

　わが国の視覚障害者の職業訓練は、古来伝統の三療（按摩マッサージ指圧、鍼、灸）以外の、いわゆる新職業といわれるものについては日本ライトハウスで開始されました。1965年には、リハビリテーションの最終ゴールは職業的自立にあるとして、日本ライトハウス内に「職業・生活訓練センター」が設置されました。1966年に機械科、1969年に電話交換科、1971年にコンピュータプログラマー科が開設され、視覚障害者の職域を広げました。しかし、その恩恵を受けられたのは、極少数の視覚障害者に限られていました。1976年になると、日本盲人職能開発センターが設立され、同時に録音カナタイプの訓練が開始されました。国立職業リハビリテーションセンターが設置され、運営が開始されたのは、1979年のことでした。

　一方で、三療以外の道を目指す視覚障害者には大学進学の点字受験が認められず、大学の門戸開放の運動を余儀なくされ、やがて、「大学は出たけれど‥‥」という就職問題が横たわりました。そのような中、1970年代には、中途視覚障害者の職場復帰の運動が関東、関西で次々と起こりました。この運動が、視覚障害者の大学進学後の就職問題と結びついて、1979年に全国視覚障害者雇用促進連絡会（雇用連）の結成へと発展しました。雇用連が当時の日本障害者雇用促進協会から委託を受けて作成した調査研究報告書「視覚障害者雇用の現状と雇用の拡大に関する調査研究」が1990年に完成し、今にも通じる先駆的な提言が行われました。この雇用連の運動は、職場介助者制度や、国家公務員点字受験の制度化など、視覚障害者の就労機会拡大や制度改善に大きな影響を与え、特に、昨年の職場介助者制度の期間延長実現のきっかけとなりました。

　労働行政においては、視覚障害者の職域拡大と職場定着のために、職種別の雇用マニュアルや職場定着推進マニュアル、好事例集の作成など様々な取り組みが行われてきました。また、近年のＩＴ技術の発達は、視覚障害者の職域に変化をもたらし、新たな可能性を広げました。ちょうどそのような時、タートルの会が結成され、ＩＴの活用により職場復帰や雇用継続の事例は増えました。しかし、働く中途視覚障害者の状況にはなお厳しいものがあり、三療の現状を考えると、むしろ厳しくさえなっているといえます。

　このような中で、1997年(平成9年)３月、当時の労働省が「中途視覚障害者の職場復帰に関する研究会報告書」を取りまとめました。その概要については、会報「タートル Ｎｏ．６」に掲載されているところですが、この研究会には、幾人かの当会会員が当事者としてヒアリングを受け、職業訓練施設側の立場で当会事務局長の篠島永一氏（当時、日本盲人職能開発センター次長）が委員として参画しています。

　この報告書では、中途視覚障害者は適切な支援がなければ離職するケースが多いとし、職場復帰のためには、日常生活、職業生活両面にわたる様々な問題や課題を解決しなければならないと指摘しています。そして、障害を受けた時から職場復帰に至る過程で、どのような条件整備が必要かについて、眼疾患の治療段階から職場復帰後までの問題や課題が系統的に整理され、それらの解決のための提言もされています。医療、福祉、職業リハビリテーションの有機的な連携による総合的、包括的な支援が必要であるとも指摘しています。これらの提言や指摘は、何も「職場復帰」に限ったことではなく、働き続けること、つまり「雇用継続」に置き換えて考えても何ら不都合はありません。

　この報告を受けて、助成金制度が若干改善されましたが、当時の問題や課題は今なお存在しています。その意味で、この研究会報告書における問題や課題は、基本的に私たちの今日のそれと一致しています。
３．中途視覚障害者を取りまく現状と問題点
(1)人生中途で視覚障害を有すると、それまでできていたことが一変してできなくなるなど、様々な問題が一度に襲いかかってきます。誰もが一度は死を考えると言われるほど、目が見えていた時との落差は大きく、不安も大きいものがあります。それらは、本人のみならず、家族にとってもいえることで、体験した者でないと分からないと言っても過言ではありません。

(2)日常における情報の８割以上は眼からと言われる中で、視覚障害はそれが障害されます。中途に限らず、視覚障害者の多くの問題は、いわゆる情報障害（必要な情報の不足）にあるため、受障初期段階における適切な情報の不足と、適切な援助の欠如が、雇用継続や職場復帰への可能性を奪っているといっても過言ではありません。

(3)視覚障害は感覚障害です。そのため、一口に視覚障害と言っても、見え方、感じ方は千差万別で、なかなか理解され難いものがあります。それ故に、「見えない＝何もできない」という誤解や偏見を生じやすく、また、現に偏見や差別は根強く存在しています。

(4)働く中途視覚障害者にとって、職業生活を維持・継続できるかどうかは、家族の生活にも関わる問題だけに、職業継続の問題は深刻です。

(5)中途視覚障害となった者は、１度は眼科を受診しますが、眼科での対応に問題を感じます。ロービジョンケアができるかどうかが決定的に重要ですが、まだまだそれができる眼科医が少ないのが現状です。

(6)ロービジョンケアについては、医学教育や眼科専門医制度の研修制度の中でも必修科目ではないため、まだまだ認知されるまでに至っていません。

(7)また、ロービジョンケアには診療報酬の裏付けがないという問題もあります。

(8)失明またはそれに近い状態に至った視力は治療によっても回復しないため、「見えるようにならない眼にリハビリテーションは不要」とする〝誤解〟により、視覚障害リハビリテーションそのものが理解され難いという問題があります。そのため、療養のための病気休暇や休職制度はあっても、それを活用できないという問題もあります。

(9)その結果、療養のための病気休暇や休職期間中に、その制度を活用して、できなくなったことを補い、できるものを活用する方法を身に付けるという社会復帰に必要な措置（視覚障害リハビリテーション）が認められず、無為な時間を過ごすこととなり、遂には離職となってしまうという問題もあります。

(10)視覚障害リハビリテーションは、復職や雇用継続に欠かすことができません。企業と当事者を含む関係者にその必要性が認識され、理解されてはじめて可能となりますが、やはり、「見えないイコールできない」「どうしていいか分からない」という先入観が強く、なかなか理解してもらえないという問題があります。

(11)眼科医の中には、その疾患のみに関心を示し、「見えないイコールできない」という固定観念に縛られて、視覚障害から生ずる問題解決への援助ができないでいる人が少なからずいます。そのために、患者の中には、復職等に際して、「就労は可能」という趣旨の診断書を書いてもらえず、就労ができないで困っているというような問題もあります。

(12)公務員には分限免職規定（職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないことが明らかな場合、免職できるという行政処分）が適用されますが、民間企業の場合には、就業規則などにほぼ同様の規定が認められます。障害を有するに至った後は、障害者の雇用の促進等に関する法律に委ねられ、障害者の雇用を図ることになっているにも拘わらず、現実には、この分限免職規定が本人や家族に突きつけられたりし、これが陰に陽に依願退職または勧奨退職への誘導策として利用され、退職に追い込まれていくという事例が後を絶ちません。（なお、民間企業の就業規則の雛形である「モデル就業規則」が2003年改正されたことにより、当該条項に、「適正な雇用管理を行い、雇用の継続に配慮してもなおその障害により業務に耐えられないと認められたとき」との項目が書き加えられていますが、現場では改正以前のままの状態であることが少なくありません）。

(13)ロービジョンケアのできる医療機関が少ないのに加えて、生活訓練や職業訓練を行う施設・機関などの社会資源も少なく、都市部や特定の地域に偏在しているため、なかなかそれらの恩恵にアクセスできないという問題もあります。

(14)休職から復職までの過程で大切なポイントは、「１．障害者の能力と意欲、２．的確な目標設定、３．訓練士の能力、４．適正な訓練内容、５．客観的最終能力評価、６．職場のコーディネーション、７．職場の管理者および職員の理解と環境整備」という過程があって初めて復職が実現しますが、今日の環境下では、様々な困難があり、リハビリテーション施設においては、明確に復職を意識した取り組みがされていないという問題があります。

(15)以上のような視覚障害者を取りまく環境の下で現に働いている中途視覚障害者の多くは、様々な問題で苦悩し、葛藤し、それらの問題解決には、ほとんど自己努力に任されているのが実態です。例えば、ＩＴ機器活用・操作技術などの支援が得られない、通勤・歩行に不安がある、人間関係がうまくいかない、仕事が与えられない、研修を受けさせてもらえない、キャリアアップに希望が持てないなどの問題で、必死に格闘しています。
４．提言

　今回の就労アンケートでは、自らの体験を後に続く視覚障害者や関係者のために、「これだけは一言」というメッセージで伝えてもらいました。その内容は、本書、別項「メッセージが伝えるもの」で紹介されているように、まさに当事者一人ひとりの実体験に基づいたかけがえのないアドバイスであり、要望であり、提言でもあります。

　以上のようなことを踏まえて、以下において、眼科医療、職業リハビリテーション、情報アクセスの面から提言をすることとします。。

（１）眼科医療の役割と連携

　中途視覚障害者は必ず眼科を受診するといってよく、かつ、その圧倒的多数はロービジョン者（低視覚者）であることから、眼科におけるロービジョンケアは重要です。ロービジョンケアとは、疾患の治療だけでなく、患者のＱＯＬを高めるために、生活や就労のアドバイスを行い、問題をトータルに解決するケアです。いわばキュアからケアまでを含む包括的な視覚リハビリテーションです。それだけに、今後のロービジョンケアの普及、充実・発展が痛切に望まれます。

　眼科医療において大事なのは、患者を疾患の対象としてだけ捉えるのではなく、社会の中で働き続ける存在として捉えることです。眼科医は、早期に、当事者を含む支援団体など、雇用の継続に繋がる適切な情報を提供し、必要と判断したら、躊躇なくそれらとの連携を図るべきです。時機を逸すると、患者は離職に追い込まれることになりかねません。

　復職が認められるためには、診断書から「就労は可能」と読み取れなければなりません。そのためにも、眼科医には司令塔としての積極的な役割が期待され、眼科医自身が「見えなくても仕事はできる」という事実を認識する必要があります。

　　同時に、福祉の役割も重要です。医療の場合と同様、当事者を単に福祉の恩恵の対象として捉えるのではなく、就労の継続という視点で捉え、必要な情報を提供し、連携を図るべきです。

　医療と福祉の連携という点では、眼科医療の段階から福祉が関わることで、患者の心のケアと障害の受容に関して、よりよい形でそれを図ることが可能となります。

　以上のことを踏まえて、次のことを提言します。

①ロービジョンケアのできる眼科医を増やす必要があります。そのためには、医学教育の中で、障害学を必修科目とし、必ず視覚障害についての教育を行うべきです。　

②日本眼科学会専門医制度の中で、ロービジョンケアの研修を行うべきです。

③ロービジョンケアに医療保険制度を適用するとともに、難病リハビリテーションの対象に、働き盛りの中途視覚障害者に多い網膜色素変性症を加えることが必要です。

（２）事業主の責務と職業リハビリテーション関係機関の役割

　障害者の雇用については、「すべて事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者である労働者が有為な職業人として自立しようとする努力に対して協力する責務を有するものであって、その有する能力を正当に評価し、適当な雇用の場を与えるとともに適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るように努めなければならない（障害者の雇用の促進等に関する法律第５条）」こととされています。このように、理念としては、障害者の努力に対して、事業主は協力する責務があると規定されています。また、最近では、企業の障害者雇用の取り組みは、コンプライアンス（法の遵守＝雇用率達成）からＣＳＲ（社会的責任）へと、経営方針や経営戦略の一環に組み入れて考えられるようになってきました。

　しかし、中途視覚障害から生ずる問題についてみると、中途視覚障害者の多くは一人で問題を解決せざるを得ない状況に追い込まれております。一方、事業主にとっても、どのように対処していいか分からないのが正直なところです。このような状況を放置しておいては、いつまで経っても、本質的な問題は解決しません。

　そこで、職業リハビリテーション関係機関の役割に期待することになりますが、ハローワークにしても地域障害者職業センターにしても、もとより万能ではなく、特に視覚障害者には十分な対応ができていないのが実態です。

　事業主に対して必要なのは、中途視覚障害者が働くことをイメージできるようにすることが先決なのに、ハローワークや地域障害者職業センターは助成金制度の説明しかしないことが多いため、事業主には相談をしても無駄だというイメージが浸透しています。そこでの相談で完結すると考えるのではなく、連携を前提に、まずは事業主が相談しやすいようにすることで、つなぎ止めることが重要です。

　ハローワークでは、助成金の説明で終わらせるのではなく、目が見えなくても働けること、中途視覚障害者の具体的な復職・就労事例があることを知らせ、職業センターとの連携、ノウハウを有する施設・当事者を含む支援団体などとの連携でそれが可能となることを理解させることです。このようにして、事業主の不安感や負担感を軽減し、視覚障害リハビリテーションへの道筋も明らかにしながら、雇用継続を図るべきです。

　具体的には、「中途視覚障害者の雇用継続の相談は、まずハローワークへ！」というキャッチフレーズで、事業主を対象とする啓発セミナーなどあらゆる機会を捉えて、中途視覚障害者にどのような手を差し延べたらいいか悩んでいる事業主は、まずハローワークに相談するという流れを創り出すことです。これが実際に機能すれば、かなりの部分は現行施策の工夫でカバーでき、基本的な目的は達成されると思われます。

　一方、能力開発に関しては、今や視覚障害者に限らず、就労には、ＩＴ機器の活用が不可欠となっています。晴眼者の場合には、ＩＴ機器の活用についても種々の社内研修が用意され、使えるようになるまで、至れり尽くせりの感があります。しかし、視覚障害者に対しては、ほとんど配慮ある対応がされていません。当事者には研修や能力開発を望む声が多く、中でも、職場でのＩＴ機器の技術支援を望む声が切実です。そのため、ＩＴ機器活用の技術的支援、その他研修や能力開発に対する支援を図る必要があります。

　さらに、視覚障害のための療養に関しては、「リハビリテーション休暇・休職制度」のような制度が望まれます。「受障→休職(病気の療養・リハビリテーション)→復職」という過程を、安心して通過できるようにすることはもちろん、受障直後から必要な措置を受けることにより、離職することなく雇用継続を図ることが必要です。中途視覚障害者にとっては、病気そのものに対する療養に加えて、生活訓練と職業訓練が有機的に連携して行われる必要があります。リハビリテーション医学で「働くことができる身体に戻す」ことが「療養」であるとすれば、日常生活及び労働能力の回復のため必要な措置は療養の一部であり、これを休職期間中に行えるようにするとともに、一連の措置を実行するためには、特別な配慮が必要となります。

　以上のことを踏まえて、中途視覚障害者が合理的な配慮の下、必要な視覚障害リハビリテーションを受け、雇用継続が図られるよう、障害者雇用対策の面から、次のことを提言します。

①中途視覚障害者の雇用継続の相談・支援は、ハローワークや地域障害者職業センター、都道府県障害者雇用促進（開発）協会などが行うことになっていますが、より実効ある対応ができるようにすべきです。

②ハローワークなどに相談が寄せられたとき、適切に対応できるよう、職員研修を充実するとともに、「視覚障害者の職場復帰・継続雇用の手引、事例集」のようなものを作成し、活用できるようにする必要があります。ちなみに、当会発行の『中途失明Ⅱ～陽はまた昇る～』はその参考図書として活用できるものです。

③ジョブコーチや職場内支援員（職場介助者制度の介助者を含む）など、視覚障害者に実際に対応できる人材を職場内外に育成し、それらの人材を適宜活用できるようにする必要があります。

④視覚障害者は一般社員と同じような研修や訓練を受ける機会が少ないうえに、障害に対する配慮も少なく、中には放置されている状態にあることから、研修や能力開発の支援のあり方について検討すべきです。

⑤在職中の視覚障害者が、自発的に、視覚障害者に配慮のある場所などを選択して、自己啓発や研修、能力開発ができるようにする必要があります。

⑥視覚障害者の就労に不可欠なＩＴ活用及びその他必要な技術については、職場環境に応じたフォロー体制を整備する必要があります。例えば、現行の雇用管理サポート事業やジョブコーチ事業、機器貸出制度のノウハウと連携させることで、職場で支援を受けることも可能となります。

⑦治る見込みのない、視力が戻らない眼疾患では、病気休暇・休職制度の適用を認められず、社会復帰のための訓練（視覚障害リハビリテーション）が受けられないケースがあるため、「リハビリテーション休暇・休職」を制度化すべきです。

（３）現行制度の充実と活用

①雇用アドバイザー制度の活用

　この制度は、事業主が困った時の入り口として、気軽に活用していただきたい制度です。それだけに、視覚障害者に対応できるよう、さらなる充実が必要です。

②雇用管理サポート事業の活用

　この制度は、外部協力者（専門家）が職場に出向いて雇用管理面のサポートをする制度で、地域障害者職業センターの職業カウンセラーの同行も可能です。ジョブコーチ事業と組み合わせることでより大きな効果が期待できますが、視覚障害者に対応できる外部協力者の登録を増やす必要があります。

③ジョブコーチ事業の活用

　この制度には非常に高い期待が寄せられていますが、実際に視覚障害者に対応できるジョブコーチが少ないという問題があります。視覚障害は感覚障害であることや少数者である（対象者が少ない）などの視覚障害者の特殊性に鑑み、本来のジョブコーチとは別枠で、視覚障害者専門の人材を養成する必要があります。

④障害者の職業自立等啓発事業の活用

　働く中途視覚障害者にとって、障害受容と心のケア、就労意欲、職場の人間関係、就労支援機器の工夫など、雇用継続のための情報交換、経験交流は極めて重要であることから、この制度の周知を図るとともに、中途視覚障害者の雇用継続の相談にも積極的に対応できるよう、制度の充実を図る必要があります。

（３）情報バリアの解消

　視覚障害者が働く上で、今やＩＴの活用は不可欠となっており、情報アクセスが保障されるかどうかが、重要な鍵となります。視覚障害者がＩＴを利用する一連の流れにおいて、そもそも最初から音声や拡大に対応していないために、機器開発やシステム開発に追いついていくことに大きな労力を費やさなければならず、視覚障害者には大きな情報バリアが存在しています。例えば、職場内の社内ランシステムをはじめ、ハローワークの求人検索のシステムが音声に対応していないなどのために、自分で情報を得ることができないということもあります。ともすると、能力や人柄を見込まれてせっかく雇用されても、情報アクセスに配慮がないため、結果的に職場内で疎外されているという問題もあります。このような情報バリアを解消するために、次のことを提言します。

①誰もが容易に使いこなせるＩＴ機器の開発促進を図るとともに、それらが最初から拡大や音声に対応できるようにする必要があります。

②そのために、米国リハビリテーション法第508条のような規定を定める必要があります。

③ハローワークや地域障害者職業センターにある情報を視覚障害者が利用できるようにするために、拡大読書器を設置し、検索システムを音声対応にする必要があります。

５．おわりに

　今回の就労アンケートから、中途視覚障害者の生活と権利を守り、事業主の不安感や負担感をできるだけ軽減し、問題を解決するための具体的な施策が今こそ切実に求められていると思います。

　中途視覚障害者の場合は、単に眼疾患の治療だけでなく、障害受容と心のケア、生活面や職業面の問題も解決しなければならないため、情報提供と連携、自己啓発と個別の支援が重要になります。特に、受障初期の医療段階からの連携が重要で、この連携がいかに有機的に行われるかということが最大のポイントとなると思います。

　さらに、職場にいる段階での中途視覚障害者の把握から、生活訓練と職業訓練、その後の充実した職業生活を実現するまで、一貫した支援が必要です。そのためにも、キーパーソンの存在が重要で、事業主の理解が不可欠です。その意味では、医療・福祉・職業リハビリテーション関係との連携だけでなく、経営者団体との連携が何より重要と考えます。

　いずれにしても、今日の社会情勢においては、当事者からの初期相談の現実的な受け皿として、ますます当会のような存在とその役割が必要と考えます。当会としては、関係者への協力を惜しむものではありません。微力ながらも、できるだけ社会に貢献できたら望外の幸せです。

　提言を終えるに当たって、中途視覚障害者が安心して働き続けられるような社会が一日も早く到来することを祈念して止みません。
（副会長：工藤　正一）

Ⅶ　参考資料

☆会報に掲載された総会・交流会における講演記録リスト

＊設立総会記念講演

日時：　1995年６月

場所：　港区勤労福祉会館

演題：　視覚障害者の雇用問題を巡って＜会報創刊号＞

講師：　橋本宗明氏（カトリック点字図書館 館長）

＊交流会

日時：　1995年11月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「歩行とバリアフリーについて」＜会報創刊号＞

講師：　大槻　守氏 

＊交流会

日時・　1996年１月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　年金について＜会報第２号＞

講師：　和泉森太氏（国立身体障害者リハビリテーションセンター医療相談開発部）

＊交流会

日時：　1996年３月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　中途視覚障害者にとってのパソコン 

～その有用性、その将来像～＜会報第２号＞

講師：　篠島永一氏・北林　裕氏（社会福祉法人日本盲人職能開発センター）

＊交流会

日時：　1996年11月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　社会心理学から見た差別・偏見＜会報第４号、５号＞

講師：　杉森　伸吉氏（東京家政大学文学部心理教育学科）

＊交流会

日時：　1997年２月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　中途視覚障害者の歩行について＜会報第５号＞

講師：　渡辺　明夫氏（国立身体障害者リハビリテーションセンター）

＊第２回定期総会 

日時：　1997年６月

場所：　港区勤労福祉会館 

講演：　「中途視覚障害者の社会・職場復帰に関する調査研究会」報告＜会報第６号＞

講師：　松原　伸夫氏（労働省・障害者雇用専門官）

＊交流会

日時：　1998年11月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「歩行について」＜会報第８号＞

講師：　坂本　洋一氏（国立身体障害者リハビリテーションセンター学院（視覚障害者生活訓練専門職員養成課程主任教官）

＊交流会

日時：　1998年３月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　障害者と生命保険＜会報第９号＞

講師：　川添　直行氏（東邦（現：エジソン）生命保険相互会社営業部課長）

＊第３回定期総会

日時：　1998年６月

場所：　港区勤労福祉会館

演題：　豊かな高齢社会を目指して＜会報第１１号＞

　　　　～高齢者協同組合の実践を通して～

講師：　鍛谷　宗孝氏（日本労働者協同組合連合会専務理事）

＊交流会

日時：　1998年12月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　視覚障害者の歩行について ～交通アクセスを中心に～＜会報第１３号＞ 

講師：　村上　琢磨氏

＊交流会

日時：　1999年１月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「今、思う。復職への道のり」＜会報第１３号＞

講師：　馬渡　藤雄氏

＊交流会

日時：　1999年３月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　多様性を認め合う関係性＜会報第１３号＞ 

講師：　小山　聡子氏

＊第４回定期総会

日時：　1999年６月

場所：　東京都障害者福祉会館

演題：　「取材を通して感じた視覚障害者の就労問題」＜会報第１４号＞ 

講師：　高橋　秀治氏（カトリック点字図書館、（元ＮＨＫ視覚障害者の皆さんへ取材担当記者）

＊交流会 

日時：　1999年９月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「人間の幸せについて」＜会報第１５号＞
　－『高瀬舟』の喜助に学ぶ、少欲知足の生き方

講師：　本郷　慧成氏 

＊交流会

日時：　1999年10月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「職場内ネットワークの現状と私たちのアクセス」 

　　　　～「ＩＴ技術と視覚障害者の働き方」～＜会報第１５号＞ 

講師：　和泉　徹彦氏 

＊地方交流会（第１回）

日時：　1999年11月

場所：　ろうふく会館（仙台市労働福祉会館） 

演題：　「視覚障害者の社会復帰、東北の現状と将来」＜会報第１５号＞

講師：　佐々木　康次郎氏（日本盲導犬協会仙台事務所所長代理）

＊交流会

日時：　2000年１月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「職業継続と歩行」＜会報第１７号＞

講師：　石川　充英氏（東京都視覚障害者生活支援センター歩行訓練士）

＊交流会

日時：　2000年３月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　障害者雇用の経験と実態＜会報第１７号＞ 

　　　　～採用と就業状況を把握して～

講師：　大本　正樹氏（イトーヨーカ堂鶴ヶ峰店）

＊第５回定期総会

日時：　2000年６月

場所：　東京都福祉機器総合センター 多目的ホール 

演題：　「２１世紀の障害者の雇用・就業問題」＜会報第１８号＞

講師：　工藤　正氏（障害者職業総合センター雇用開発研究部主任研究員）

＊地方交流会（第２回）

日時：　2000年11月

場所：　広島市

演題：　「中途視覚障害者の復職の実現のために～復職事例を中心に～」

講師：　工藤　正一氏（タートルの会幹事）

＊交流会

日時：　2001年１月

場所：　日本盲人職能開発センター 

演題：　「都盲協の中途失明者緊急生活訓練事業について」

　　　　～歩行訓練を中心に～＜会報第２０号＞

講師：　山本　和典氏（東京都盲人福祉協会歩行指導員）

＊交流会

日時：　2001年３月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「中途視覚障害者の自立と家族の関わり」＜会報第２０号＞

講師：　内田　教子氏（板橋区立障害者福祉センター）

＊第６回定期総会 

日時：　2001年６月

場所：　東京都福祉機器総合センター 多目的ホール

演題：　「障害者の労働権と労働の場における人権の確立」＜会報第２１号＞ 

講師：　清水　建夫氏（働く障害者の弁護団代表弁護士）

＊地方交流会（第３回）

日時：　2001年11月

場所：　新潟市総合福祉会館

演題：　障害年金請求上のポイント＜会報第２３号＞

講師：　和泉　森太氏（国立函館視力障害センター・ケースワーカー）

＊交流会　

日時：　2002年1月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　神奈川県における歩行訓練等について＜会報第２３号＞

講師：　末田　靖則氏（七沢ライトホーム歩行訓練士）

＊第７回定期総会 

日時：　2002年６月

場所：　港区立勤労福祉会館

演題：　「ちょボラでいいですか!? ～タートルの皆さんと出会って＜会報第２５号＞

講師：　滝上　広水氏（共同通信社メディア局編集部記者）

＊交流会

日時：　2002年９月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「甘えの成熟～大人の依存法」＜会報第２６号＞

講師：　和田　秀樹氏（精神科医）

＊地方交流会（第４回）
日時：　2002年11月

場所：　ハートピア京都

演題：　「みんな一緒に働こうや」＜会報第２７号＞

講師：　中村　正氏（立命館大学大学院応用人間科学研究科教授）

＊同上交流会

演題：　「情報提供」復職と再就職の現状と取り組み＜会報第２７号＞

講師：　工藤　正一氏（タートルの会副会長）

＊第８回定期総会

日時：　2003年６月

場所：　シニアワーク東京

演題：　「慮る力」＜会報第２９号＞

講師:　岡本　呻也氏（作家）
＊地方交流会（第５回）

日時：　2003年９月

場所：　ホテル法華クラブ函館内会議室

演題：　「ロービジョンケア・山田塾に関わって」＜会報第３０号＞

講師：　陳　進志氏（東北労災病院眼科医師）

＊交流会

日時：　2003年10月

場所:　日本盲人職能開発センター 

演題:　「元気を出してよい人間関係をもとう」＜会報第３１号＞

講師:　青木　匡光氏（メディエーター＜人間接着業＞）

＊交流会

日時：　2004年１月

場所:　日本盲人職能開発センター 

演題：　「中途視覚障害者の歩行訓練」＜会報第３２号＞

講師：　水田　靖士（埼玉県総合リハビリセンター歩行訓練士）

＊交流会

日時：　２004年３月

場所:　日本盲人職能開発センター 

演題：　「失明告知をどうフォローする？」＜会報第３２号＞

　　　　～医療ソーシャルワーカー(ＭＳＷ)の立場から～

講師：　小松　美智子氏（東京女子医科大学病院医療社会福祉室）

＊第９回定期総会

日時：　2004年６月

場所：　豊島区立南大塚ホール

演題：　「視覚、その他の感覚障害者へのケアのあり方」＜会報第３３号＞

講師：　日野原　重明氏（聖路加国際病院理事長）

＊地方交流会（第６回）

日時：　2004年11月

場所：　ＫＫＲホテル名古屋

演題：　「障害者雇用促進政策の現状と今後の動向について」＜会報第３６号＞

講師：　吉泉　豊晴氏（障害者職業総合センター）

＊交流会

日時：　2005年１月

場所：　日本盲人職能開発センター 

演題：　「視覚障害者等の移動環境・交通権ー信号・駅等ーについて」＜会報第３７号＞

講師：　高瀬　清氏（神奈川県視覚障害者の生活と権利を守る会）

＊交流会

日時：　2005年３月

場所：　日本盲人職能開発センター 

演題：　「企業の障害者雇用の現状と沖ワークウェルのチャレンジ」＜会報第３９号＞

講師：　木村　良二氏（株式会社沖ワークウェル社長）

＊第１０回定期総会【設立10周年記念】

日時：　2005年６月

場所：　東京都障害者福祉会館

演題：　「眼科医が行う就労支援の実際」＜会報第４０号＞

講師：　高橋　広氏（柳川リハビリテーション病院眼科部長）

＊交流会

日時：　2005年９月

場所：　日本盲人職能開発センター

演題：　「情報のＵＤがもたらす障害者就労における可能性」＜会報第４１号＞

講師：　濱川　智氏（カレン株式会社）
【タートルの会設立10周年記念誌編集委員会名簿】
新井愛一郎(ｱﾗｲ ｱｲｲﾁﾛｳ)

伊吾田伸也(ｲｺﾞﾀ ｼﾝﾔ)

工藤　正一(ｸﾄﾞｳ ｼｮｳｲﾁ)

小林　千恵(ｺﾊﾞﾔｼ ﾁｴ)

篠島　永一(ｼﾉｼﾞﾏ ｴｲｲﾁ)

下堂薗　保(ｼﾓﾄﾞｳｿﾞﾉ ﾀﾓﾂ)

杉田ひとみ(ｽｷﾞﾀ ﾋﾄﾐ)

松坂　治男(ﾏﾂｻﾞｶ ﾊﾙｵ)

森崎　正毅(ﾓﾘｻｷ ﾏｻｷ)

吉泉　豊晴(ﾖｼｲｽﾐ ﾄﾖﾊﾙ)

編集後記

　このたびの就労アンケートは、メール配信により問い掛け、メール返信による回答を前提としました。アンケート発送者数はメール発信が第１弾として55名、第２弾として87名の計142名、手書き（郵送）は２名で、合計144名となり、回収は104件であったため、回収率としては高く、72％強となっています。

　第１弾の対象者は、会に直接関わってくれていた人たち、会報「タートル」の「職場で頑張っています」欄の執筆者、交流会の「こんな仕事をしています」シリーズの発表者、会の刊行本「中途失明」のⅠとⅡの執筆者にお願いしました。そして、第２弾として、会員や会員ではないがタートルのメーリングリストに加入している人たち及び日本盲人職能開発センターの卒業生にお願いしたのです。

　回収されたデータは、エクセルによって集計するため、回答データの貼り付け作業に編集委員の一人がかかりきりで担当しました。大変根気のいるしんどい仕事だったと思いますが、「手書きを転記する」という作業ではないため、原本と異なるといったミスは未然に防ぐことができたし、視覚障害幹事が担当できたこともメリットであったと言えます。

　自由記述について、６つの項目に分けて書いてもらいましたが、それぞれの思いはかなり共通している部分が多いことがわかりましたが、言い回しがそれぞれ違うため、重複していると思われるものも敢えてそのまま載せておきました。個人的努力に関することと職場に関することと同じ文章が書かれている場合もそのまま掲載しました。また、個人情報保護の観点から、エクセルデータの集計結果は報告できますが、最も関心の高いと思われる仕事内容とその工夫の個別記載は公開しかねました。したがって、どのような仕事をどのような工夫をしてこなしているのかを詳細に分類した形で示すことを行いました。

　この就労事例は後に続く中途視覚障害者のためにも、データベースを構築し、活用しやすいものとすると同時に、今後さまざまな働く事例を積み上げていく予定です。当然のことながら、このたびの就労事例は、日進月歩で日々変わっていくわけですから、データの更新に努めることが求められます。

　「目が見えなくて、一体何ができるのだろうか？」、「目が不自由でも働けるというが、どのような工夫をしているのだろうか？」などといった疑問を持つのはごく自然だと思います。視覚障害者の雇用は難しいと避けるのではなく、積極的に情報を集めていただきたいのです。経営者、障害者雇用担当者、障害者就労支援関係者、医療機関の方々に、視覚障害者が事務職として、さらに広範囲に及ぶさまざまな職域で働いている実態を知ってほしいのです。就労事例データベースを「働く」視覚障害者の存在を知る情報として活用願いたいのです。情報の不足から雇用を躊躇していた視覚障害者雇用が一歩でも進められれることを期待するしだいです。

（事務局長：篠島永一）
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